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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第21期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

３ 従業員数は就業人員であり、( )内には臨時雇用者の平均人員を外数で記載しております。 

  

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期 

決算年月 平成15年５月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 

売上高 (千円) ― ― ― ― 4,509,973

経常利益 (千円) ― ― ― ― 290,531

当期純利益 (千円) ― ― ― ― 207,634

純資産額 (千円) ― ― ― ― 4,309,340

総資産額 (千円) ― ― ― ― 5,314,768

１株当たり純資産額 (円) ― ― ― ― 134,637.99

１株当たり当期純利益 (円) ― ― ― ― 6,791.89

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― 6,725.02

自己資本比率 (％) ― ― ― ― 77.9

自己資本利益率 (％) ― ― ― ― 5.0

株価収益率 (倍) ― ― ― ― 27.68

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― ― ― 311,505

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― ― ― △343,403

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― ― ― 2,718

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) ― ― ― ― 3,477,765

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
― 
(―)

―
(―)

―
(―)

― 
(―)

163
(18)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期 

決算年月 平成15年５月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 

売上高 (千円) 4,019,317 3,043,037 5,598,350 7,693,617 4,116,905 

経常利益 (千円) 485,164 57,011 722,646 1,829,597 432,009 

当期純利益 (千円) 280,809 22,777 385,362 1,017,264 217,996 

持分法を適用した 
場合の投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 81,560 81,560 81,560 493,735 552,235 

発行済株式総数 (株) 1,608 1,608 8,040 29,586 30,756 

純資産額 (千円) 1,696,656 1,688,636 2,062,172 3,948,394 4,175,292 

総資産額 (千円) 2,847,658 2,629,860 3,797,466 5,664,026 4,915,896 

１株当たり純資産額 (円) 1,042,696.64 1,050,146.81 252,757.72 133,454.83 135,755.37 

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

  

7,500 

(─)

7,500

(─)

1,500

(─)

4,500 

( 2,250)

3,000

( 1,500)

１株当たり当期純利益 (円) 162,195.00 14,165.32 44,199.28 35,556.24 7,130.84 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― 33,549.31 7,060.63

自己資本比率 (％) 59.6 64.2 54.3 69.7 84.9

自己資本利益率 (％) 17.8 1.3 20.5 33.8 5.4

株価収益率 (倍) ― ― ― 13.67 26.36

配当性向 (％) 4.6 52.9 3.4 8.7 42.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 746,125 △600,880 622,903 1,179,915 ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 3,641 30,794 △10,052 △354,719 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △168,040 △82,060 47,940 833,620 ―

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 1,801,718 1,149,572 1,810,363 3,469,179 ―

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
64 
(11)

58
(19)

58
(14)

76 
(15)

93
(10)



(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は、第20期まで持分法を適用すべき関連会社を保有していなかったため、持分法を適用した場合の投資利益を記載し

ておりません。また、第21期より連結財務諸表を作成しているため、第21期の「持分法を適用した場合の投資利益」、

「営業活動によるキャッシュ・フロー」、「投資活動によるキャッシュ・フロー」、「財務活動によるキャッシュ・フロ

ー」及び「現金及び現金同等物の期末残高」は記載しておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益に関しまして、第17期及び第18期についてはストックオプション制度導入に伴う新

株引受権を発行しておりますが、各期末時点において当社の株式は非上場であり店頭登録もしていなかったため記載して

おりません。なお、当該新株引受権は平成16年５月31日において行使期間が終了しております。 

  また、第19期より新たにストックオプション制度導入に伴う新株予約権を発行しておりますが、期末時点において、当社

株式は非上場であり店頭登録もしていなかったため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、記載しておりま

せん。 

４ 第17期から第19期の株価収益率については、当社株式が非上場であり店頭登録もしていなかったため、各期末時点におけ

る株価が把握できなかったため記載しておりません。 

５ 従業員数は就業人員であり、( )内には臨時雇用者の平均人員を外数で記載しております。 

６ 第20期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計基準第５号）および

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

       ７  平成16年12月15日付で株式１株につき５株の株式分割を、また平成18年１月23日付で株式１株につき３株の株式分割をお

こなっており、１株当たり当期純利益については期首に株式分割がおこなわれたものとして計算しております。なお、当

該株式分割に伴う影響を加味し、遡及修正をおこなった場合の１株当たり指標の推移を参考までに掲げると以下のとおり

となります。 

  

回次 第17期 第18期 第19期 

決算年月 平成15年５月 平成16年５月 平成17年５月 

１株当たり純資産額 (円) 69,513.11 70,009.78 84,252.57 

１株当たり配当額 (円) 500 500 500 

１株当たり当期純利益 (円) 10,813.00 944.35 14,733.09 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― 



２ 【沿革】 

  

昭和61年９月 玩具企画会社として東京都中央区日本橋浜町二丁目33番１号に、資本金20,000千円にて株式会

社ウイズを設立。 

昭和62年６月 当社初のオリジナル企画商品「大迷路」を株式会社エポック社より発売。 

平成元年５月 東京都中央区日本橋人形町二丁目33番８号に本社移転。 

平成３年10月 東京都中央区日本橋馬喰町一丁目９番９号に本社移転。 

平成７年５月 東京都中央区日本橋人形町一丁目２番７号に本社移転。 

平成８年11月 携帯型電子ペット育成ゲーム「たまごっち」を株式会社バンダイより発売。 

平成９年６月 オリジナルキャラクターを使用した携帯型電子ゲーム「デジタルモンスター」シリーズを株式

会社バンダイより発売。 

平成９年10月 東京都中央区日本橋浜町三丁目42番３号に本社移転。 

平成10年２月 中国工場での生産管理を目的として香港に100％子会社ＷＩＺ(Ｈ．Ｋ．)ＬＴＤ．を設立。 

平成10年６月 小売・卸機能を目的とした100％子会社株式会社ウイズワールドを設立。 

平成12年５月 株式会社ウイズワールド清算。 

平成12年７月 商号を株式会社ウイズから株式会社ウィズに変更。 

平成12年10月 携帯電話向けゲームコンテンツ配信サービス事業「キャラミーゴ」を開始。 

平成13年10月 四輪駆動型対戦玩具「クラッシュギア」を株式会社バンダイより発売。 

平成16年２月 ＴＶアニメ『ふたりはプリキュア』シリーズの女の子用携帯電子ゲーム「カードコミューン」

を株式会社バンダイより発売。 

平成16年３月 平成８年に発売した「たまごっち」を復活させるとともに、赤外線通信機能を付加した携帯型

電子ペット育成ゲーム「かえってきた！たまごっちプラス」を株式会社バンダイより発売。 

平成16年４月 当社初のアニメ制作事業として制作したＴＶアニメ『レジェンズ－甦る竜王伝説－』がフジＴ

Ｖ系列で全国放映開始。 

平成16年11月 携帯電話との連動機能を備えた「祝ケータイかいツー！たまごっちプラス」を株式会社バンダ

イより発売。 

平成17年２月 ＴＶアニメ『ふたりはプリキュア』シリーズのおしゃべりする女の子用携帯電子ゲーム「ハー

トフルコミューン」を株式会社バンダイより発売。 

平成17年６月 株式会社ジャスダック証券取引所に当社株式を上場。 

平成17年９月 ペット・アパレルの企画・製造・販売を目的とした100％子会社「株式会社クレマリーミル

ク」を設立。 

平成17年11月 「超じんせーエンジョイ！たまごっちプラス」を株式会社バンダイより発売。 

平成18年１月 ＴＶアニメ『聖天折紙戦士ドラファラード』（共同企画）を韓国で放映開始。 

平成18年３月 ＴＶアニメ『デジモンセイバーズ』の男の子用携帯電子ゲーム「デジヴァイスiC」を株式会社

バンダイより発売。 

平成18年８月 ゲーム制作受託業務、ソフトウェア開発を主な事業内容とする「株式会社epics」の株式所有

割合51.0％を取得し子会社（特定子会社）化。 

平成18年８月 アニメ制作、著作権管理を主な事業内容とする「株式会社葦プロダクション」の株式所有割合

50.1％を取得し子会社（特定子会社）化。 

平成18年11月 ゲーム遊びのテーマを育成からスクールにした「たまごっちスクール せーとぜーいんしゅー

ごっち！」を株式会社バンダイより発売。 

平成18年11月 ソフトビニール玩具の製造加工等を主な事業内容とする「株式会社フジトーイ」と業務・資本



  

提携（株式所有割合18.0％）。 

平成18年11月 プラスチック玩具の製造加工等を主な事業内容とする「株式会社クワガタ」と業務・資本提携

（株式所有割合18.0％）。 

平成19年２月 ＴＶアニメ『Yes！プリキュア５』の女の子用携帯電子ゲーム「ピンキーキャッチュ」を株式

会社バンダイより発売。 

平成19年４月 室内観葉植物のお世話番（コミュニケーショントイ）「おしゃべりなちゅどん」を当社オリジ

ナル商品として発売。 

平成19年４月 女性向け雑貨「ＰＩＮＫ ＣＲＯＷＮ」を当社オリジナル商品として発売。 

平成19年５月 “こける”をテーマにした癒し系マスコット「こけちぃ。」を株式会社セガトイズより発売。 



３ 【事業の内容】 

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社ウィズ）及び連結子会社４社と関連会社１社により構成されて

おります。 

当社グループの事業はおもちゃ、アニメーション、デジタルコンテンツを主な内容とするおもちゃ事業とその他事業で構成さ

れております。 

なお、当社の事業はおもちゃ事業と携帯コンテンツ事業に区分しておりましたが、事業の相関性に着目し、当連結会計年度か

ら携帯コンテンツ事業をおもちゃ事業に含めております。 

当社グループの事業に係る位置付け及び事業の業種別セグメントとの関係は次のとおりであります。 

  

（1）おもちゃ事業 

①株式会社ウィズ 

 当社は、おもちゃの企画・開発及び製品化までの業務をおこなっております。企画・開発業務の投下コストを大手玩具メ

ーカーから回収(企画・開発売上)するとともに、企画・開発から生じた製品を大手玩具メーカー等へ販売(製品売上)してお

ります。また、当社単独または他社と共同で制作したキャラクター及びＴＶアニメ等から生ずる版権ロイヤリティー収入(権

利売上)を得る版権ビジネスをおこなっております。 

なお、当社が製品化したおもちゃと連動するアニメーションの企画・制作(企画・開発売上)もおこなっております。   

その他に携帯コンテンツの企画・開発(企画・開発売上)と運営管理までの業務をおこなっており、携帯電話加入者から利

用料収入(権利売上)を得ております。 

②ＷＩＺ（Ｈ．Ｋ．）ＬＴＤ． 

連結子会社ＷＩＺ（Ｈ．Ｋ．）ＬＴＤ．は、当社の中国協力メーカーでの品質管理（検品）及び一部の開発業務を当社か

ら受託しております。  

③株式会社ｅｐｉｃｓ 

連結子会社株式会社ｅｐｉｃｓは、ゲームを中心としたデジタルコンテンツの企画・制作を大手ゲームメーカー等から受

託しております。 

④株式会社葦プロダクション 

連結子会社株式会社葦プロダクションは、アニメーションの企画・制作をおこなっており放送局等へ販売しております。

また、アニメーション及びキャラクターから生じる著作権ビジネスをおこなっております。 

⑤レジェンズ製作委員会 

レジェンズ製作委員会は、民法上の任意組合として平成15年11月に設立され、ＴＶアニメ作品「レジェンズ～甦る竜王伝

説～」（平成16年４月～平成17年３月 株式会社フジテレビジョンにて放映）が企画・制作されております。なお同委員会に

つきましては、民法上の任意組合であることから「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上

の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年９月８日 実務対応報告第20号）が公表されたこともあり、当連結会計年度よ

り関連会社として位置付けております。 

  

（2）その他事業 

株式会社クレマリーミルク 

連結子会社株式会社クレマリーミルクは、主にペット・アパレルの企画・製造・販売をおこなっております。なお、同社

は平成19年６月26日付けで、当社グループにおける販売機能の強化を目的として、商号を株式会社ウィズランドに変更し、

従来のペット・アパレルの企画・製造・販売に加えて、新たに当社企画・開発、製造による玩具・雑貨の販売等をおこなっ

ております。 

  



以上の事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

  

 
  
※１：連結子会社 
※２：持分法非適用関連会社 
  
（注）株式会社クレマリーミルクは、平成19年６月26日付けで「株式会社ウィズランド」に商号変更しております。 

  



４ 【関係会社の状況】 

 (注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 「議決権の所有割合」は直接所有のみで、間接所有はありません。 

３ 特定子会社に該当します。 

４ 債務超過会社であり、債務超過額は43,690千円であります。 

５ 当連結会計年度において、第三者割当増資の引受により、当社の関係会社となりました。 

６ 株式会社クレマリーミルクは、平成19年６月26日に商号変更を行い、社名を株式会社ウィズランドに変更しております。

また、平成19年６月29日に当社全額引受による増資を行い、資本金の額が260,000千円となりました。 

  

名称 住所 資本金
主要な事業の内

容 

議決権の
所有割合
(％) 

関係内容

（連結子会社）           

WIZ(H.K.)LTD. Kowloon, 
Hong Kong 600千香港ドル おもちゃ事業 100.0 

当社仕入製品の品質管理

（検品）及び開発業務 
役員の兼任 ３名 
（うち当社従業員１名） 

株式会社クレマリーミルク 
(注)３、４、６ 

東京都 
中央区 60,000千円 その他事業 100.0 

当社からの資金援助及び債

務保証 
役員の兼任 ４名 
（うち当社従業員２名） 

株式会社epics 
(注)３、５ 

東京都 
中央区 100,000千円 おもちゃ事業 51.0 

当社の携帯コンテンツの企

画・開発・運営業務の受託 
役員の兼任 ４名 
（うち当社従業員１名） 

株式会社葦プロダクション
(注)３、５ 

東京都 
杉並区 66,221千円 おもちゃ事業 50.1 

当社からの資金援助 
役員の兼任 ５名 
（うち当社従業員２名） 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成19年５月31日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 臨時従業員数は当連結会計年度の平均人員を( )内に外数で記載しております。 

３ 臨時従業員には、アルバイトを含み、派遣社員を除いております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年５月31日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 臨時従業員数は年間の平均人員を( )内に外数で記載しております。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

４ 前事業年度末に比べ従業員数が17名増加していますが、これは主に事業拡大に向けた人員の増強をおこなったためであり

ます。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合はありませんが、労使関係は良好であり特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

おもちゃ事業 
159 
(10) 

その他事業 
4 
(8) 

合計 
163 
(18) 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数 平均年間給与(千円) 

93 
(10) 

35.4 ４年６ヶ月 5,069 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益が高水準で推移する中、民間設備投資の増加に加え、雇用環境の改善による

個人消費回復の兆しが見られる等、緩やかな拡大基調で推移いたしました。 

当社グループが属するエンタテイメント業界は、携帯型ゲーム及び次世代型ゲーム機が幅広い年齢層に向けた人気商品とな

り、家庭用ゲーム分野は堅調に推移いたしました。一方、当社グループが主たる分野としている一般玩具の分野は、国内少子化

の影響、消費者ニーズの多様化等により、総じて低調に推移いたしました。 

このような状況のもと、当社グループは、安定商材の確保及び新しいエンタテイメントの創造を目的として、大手玩具メーカ

ー等のクライアント向け新製品の企画・開発の推進を図るとともに、収益力の向上を目的として平成19年４月より「おしゃべり 

なちゅどん」を始めとする当社オリジナル商品展開等の施策を進めております。併せて、プロデュース力を持つマネジャー級の

人材強化、グループシナジーが期待できる企業の子会社化及び有望企業との資本・業務提携といった施策により、総合エンタテ

イメント企業としての体制強化を図っております。 

以上の結果、当連結会計年度における売上高は45億９百万円、営業利益は２億57百万円、経常利益は２億90百万円、当期純利

益は２億７百万円となりました。 

  

事業別の実績は以下のとおりであります。当連結会計年度が連結財務諸表の作成初年度に当たるため、前年同期との比較はお

こなっておりません。なお、下記記載の当社及び連結子会社の売上高には連結会社間の売上高が含まれております。 

  

[おもちゃ事業] 

当社につきましては、「たまごっち」シリーズの製品売上及びＴＶアニメ『デジモンセイバーズ』シリーズ関連製品の売上が

予想を下回ったものの、国内における「たまごっち」キャラクターの認知度向上により、同キャラクター関連商品（ニンテンド

ーＤＳ専用ソフト、データカードダス専用カード、アパレル、食品、雑貨等）から得られる版権ロイヤリティー収入が前年同期

を大幅に上回りました。また、当社オリジナル商品及び一部新製品の売上につきましては、スケジュール進捗の遅れ等の影響も

あり予想を下回りました。これらの結果、当連結会計年度における売上高は41億16百万円となりました。 

ＷＩＺ(Ｈ．Ｋ.)ＬＴＤ．につきましては、主たる当社製品である「たまごっち」シリーズ及び「プリキュア」シリーズ等の中

国協力メーカーにおける品質管理（検品）をおこないました。また、当社製品の一部の開発業務（製品金型監修等）をおこなっ

ております。これらの結果、当連結会計年度における売上高は77百万円となりました。 

株式会社ｅｐｉｃｓにつきましては、昨年末に発売されたＰＳＰ�（ＰｌａｙＳｔａｔｉｏｎ�Ｐｏｒｔａｂｌｅ）「サルゲッ

チュ ピポサルレーサー」、ＰＳＰ�「パラッパラッパー」（いずれも発売元：株式会社ソニー・コンピュータエンタテインメン

ト）等のゲーム及びその他のデジタルコンテンツの企画・制作・運営を、大手ゲームメーカー等から受託しております。これら

の結果、当連結会計年度における売上高は１億91百万円となりました。 

株式会社葦プロダクションにつきましては、同社が制作に参画するＴＶアニメ『獣装機攻 ダンクーガ ノヴァ』のＣＳ放送で

の放送開始、既存アニメーション作品の海外放送局並びに配給会社への販売、国内でのＶＯＤ（ビデオ・オン・デマンド）向け

版権許諾等をおこなった結果、当連結会計年度における売上高は１億58百万円となりました。 

これらの結果、おもちゃ事業における当社及び連結子会社間の内部取引消去後の当連結会計年度の売上高は44億33百万円とな

りました。 

  

 [その他事業] 

株式会社クレマリーミルクにつきましては、ドッグウェアブランド「ＢＡＢＹ ＣＡＫＥ」の認知度向上とそれに基づく売上

増加を見込み、既存の原宿直営店に加えて、銀座プランタン別館、お台場ヴィーナスフォート及び大阪の心斎橋ＯＰＡに「ＢＡ

ＢＹ ＣＡＫＥ」を出店いたしました。また、ペット関連雑誌及びバッグブランド等とのコラボレーション企画の展開とともに、

インターネット通販及び他社専門店への卸売をおこないました。これらの結果、その他事業における当連結会計年度の売上高は

76百万円となりました。 

  



(2)キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、営業活動により３億11百万円の収入、投資活動により

３億43百万円の支出、財務活動により２百万円の収入があった結果、期末残高は34億77百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、以下のとおりであります。 

なお、当連結会計年度が連結財務諸表の作成初年度に当たるため、前年同期との比較はおこなっておりません。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

収入の主な内訳として税金等調整前当期純利益４億19百万円、売上債権の減少８億66百万円があり、支出の主な内訳として法

人税等の支払額９億26百万円がありました。この結果、営業活動による資金は３億11百万円の収入となりました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資有価証券の取得による支出５億12百万円、連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入１億38百万円があったこと

等により、投資活動による資金は３億43百万円の支出となりました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

新株発行による収入１億15百万円及び配当金の支払が１億12百万円あったことにより、財務活動による資金は２百万円の収

入となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

当社グループは、自社の企画・開発段階での試作品の制作や当社の仕様等に基づく製品の生産等を専ら外注先に委託しており

ます。当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。また、当連結会計年

度は連結初年度であるため、前年同期比は記載しておりません。 

  

(注) １ 上記の金額は、仕入価格によっており消費税等は含まれておりません。 

２ 上記仕入高にはＣＰＵ等の原材料仕入も含まれております。 

  

(2) 受注実績 

当社グループは受注生産をおこなっていないため、記載を省略いたします。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。また、当連結会計年度は

連結初年度であるため、前年同期比は記載しておりません。 

  

(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメント 

当連結会計年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

仕入高(千円) 

おもちゃ事業 2,089,907 

その他事業 59,618 

合計 2,149,525 

事業の種類別セグメント 

当連結会計年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

販売高(千円) 

おもちゃ事業 4,433,563 

その他事業 76,410 

合計 4,509,973 

相手先 

当連結会計年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

販売高(千円) 割合(％) 

株式会社バンダイ 3,846,250 85.3



３ 【対処すべき課題】 

当社グループはおもちゃ、アニメーション制作等、ヒット製品の有無、おもちゃ・アニメーションのライフサイクルの盛衰等

により業績が変動する可能性があります。 

そのため当社グループでは、継続的なヒット製品の企画・開発、市場に定着した「たまごっち」シリーズ等の定番おもちゃシ

リーズ数の更なる増加、及びデジタルコンテンツ、アニメーション、玩具・雑貨等の当社オリジナル商品、遊戯施設、ペット・

アパレル等の「遊び心」溢れる会社を子会社化する等の施策を図り、玩具市場だけでなくエンタテイメント市場全てをターゲッ

トとし、当社グループにおいて業績の安定化を図ってまいります。 

  

４ 【事業等のリスク】 

当社グループの経営成績等に影響を及ぼす恐れのある事業等のリスクは以下のとおりであります。以下に記載した事柄以外の予

想しがたいリスクも存在しておりますが、当社は以下のリスクがあることを認識し、それらの発生の回避、発生した場合の対応に

努めてまいります。 

なお、以下の記載のうち将来に関する事項は、当有価証券報告書提出日(平成19年８月29日)現在において当社が判断したもので

あり、以下の記載は不確実性を内在しているため、実際の結果と異なる可能性があります。 

  

（1）経営成績の変動について 

当社グループは、当社グループが企画・開発・生産及び制作したおもちゃ、アニメーション等のヒット製品の有無やおもちゃ・

アニメーションのライフサイクルの盛衰等による消費動向の変動により、グループ業績が大きく変動する可能性があります。 

（2）生産体制について 

当社グループの主たる事業であるおもちゃ事業につきましては、当社が企画・開発した製品のほぼ100％を中国の協力メーカー

に製造委託しております。また、主要な電子部品を少数の仕入先から購入しております。中国の政治・社会情勢や経済状況の変化

等が生じた場合、あるいは、電子部品の需給変動により計画どおりに部品調達できない場合には、当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。 

（3）為替変動の影響について 

当社グループは、輸入仕入の代金決済を主に米ドル建てでおこなっており、輸入仕入に関する為替レートに急激な変動が生じた

場合、当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。 

（4）販売先の集中について 

当社グループは、企画・開発・生産した製品の販売機能につきましては大手玩具メーカーへの依存率が高く、主に株式会社バン

ダイと共同で販売戦略を策定しキャラクタービジネスを展開しております。 

したがいまして、同社または同社の親会社である株式会社バンダイナムコホールディングスの経営方針等に変更等があった場合

には、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

（5）キャラクタービジネスについて 

当社グループは、当社及び共同著作権者等として版権を所有するキャラクター等を他社に使用許諾して版権ロイヤリティー収入

を得ております。また、当社の企画・開発製品を他社に製造・販売許諾して製品ロイヤリティー収入を得ております。当社の企

画・開発したキャラクターの認知度や好感度が向上等を図れない場合、及び当社製品の販売不振等により当社グループの業績等が

影響を受ける可能性があります。 

（6）アニメ事業について 

当社グループが出資あるいは共同で出資し制作するアニメが、視聴率の低迷により関連製品の販売が不振となった場合には出資

に対する投資利益が減少すること等で、当社グループの業績等が影響を受ける可能性があります。 

（7）おもちゃの事業環境について 

当社グループは、国内の少子高齢化の進行及びおもちゃ市場規模の縮小化に対応するため、幅広い世代を対象にしたおもちゃ・

雑貨を積極的に企画・開発等しております。しかし、当社製品が幅広い世代の嗜好に合致しないことや競合が激しくなること等に

より当社グループの業績等が影響を受ける可能性があります。 

（8）人材の確保について 

当社グループ事業の拡大化及び安定化の中心的な役割を担っている特定の人材が、万一外部に流出等した場合には、当社グルー

プの事業活動や業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

（9）訴訟等の可能性について 



当社グループが企画・開発・生産している製品等に関しては、第三者の知的財産権抵触に関して事前調査をしておりますが、事

業分野に関連して当社が第三者の知的財産権を侵害していないことを現時点において保証することはできません。そのような事態

が発生した場合、当該知的財産権を侵害したことによる損害賠償請求または当該知的財産権の使用に対する対価の支払い等が発生

する可能性があります。 

（10）法的規制等について 

当社グループの全てのおもちゃ製品は、社団法人日本玩具協会が設けております玩具安全規格基準（ＳＴ基準）、もしくはクラ

イアントが指定する安全基準等を満たしており、当社グループは品質の向上に努めておりますが、万一製品に不良等が発生し製造

物責任法（ＰＬ法）による訴訟等が発生した場合には、賠償金の支払い等が発生することにより、当社グループの業績等が影響を

受ける可能性があります。 

（11）個人情報の管理について 

当社グループの携帯コンテンツ「キャラミーゴワールド」では、当社サービスの会員に関する個人情報を保有しております。

また、平成19年６月26日付けで株式会社クレマリーミルクより商号変更いたしました株式会社ウィズランドでは、ペット・アパ

レル部門の「クレマリーミルク」事業部において、顧客情報を保有しております。当社グループでは個人情報保護の体制強化に

努めておりますが、万一これらの個人情報の流出により問題が発生した場合、当社グループへの損害賠償請求や信用低下等によ

り、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

（12）新規事業について 

当社グループがおこなう新規事業は、いずれの事業も「エンタテイメント性」が基調になっていることから消費者の嗜好に影響

を受けやすく、当社グループの業績等が影響を受ける可能性があります。 

（13）事業提携等に関するリスクについて 

 当社グループは、「遊び心」をコンセプトにしたエンタテイメント性の高いビジネスの拡大、経営資源の有効活用、企業価値の

向上を目指し、今後とも他社との業務・資本提携を行う可能性があります。なお、業務・資本提携をおこなう際には、対象企業の

財務内容や契約関係等についてデューデリジェンス等をおこなうことによって、極力リスクを回避するように努めております。し

かしながら、業務・資本提携が実現した場合において、当社グループが期待するような成果が生まれる保証はなく、場合によって

は当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 



５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社グループは、遊び心があり、オリジナリティーあふれた質の高いモノとコト(企画、デザイン、商品、情報)を作り、社会

に喜びと感動を提供することを経営理念として掲げており、主に以下の研究開発活動をおこなっております。 

おもちゃ、雑貨、ペット・アパレル等を製品化するための研究試作品の製作やパイロット版アニメーションフィルムの制作を

おこなっております。 

また、中期的な展望における新技術の応用研究、及びおもちゃ、雑貨、アニメーション、デジタルコンテンツ等とのシナジー

効果を生み出すキャラクターの研究等をおこなっております。 

  

その結果、当連結会計年度における研究開発費は、おもちゃ事業において１億13百万円、その他事業において３百万円となり

ました。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態の分析 

当連結会計年度は連結財務諸表の作成初年度であり、前年同期との比較分析ができないこと及び連結数値の主たる部分を提

出会社が占めるため、以下、提出会社の当事業年度と前事業年度の実績に基づく比較分析を記載いたします。 

  

（流動資産） 

流動資産は前事業年度末に比べ13億94百万円減少し、36億73百万円となりました。これは主に、受取手形及び売掛金が８億

74百万円減少したこと、現金及び預金が４億13百万円減少となったこと等によるものです。 

  

（固定資産） 

固定資産は前事業年度末に比べ６億45百万円増加し、12億41百万円となりました。これは主に、投資その他の資産におい

て、投資有価証券が３億80百万円増加となったこと、関係会社株式が１億94百万円増加となったこと等によるものです。 

  

これらの結果、当事業年度末の資産合計は、前事業年度に比べ７億48百万円減少し、49億15百万円となりました。 

  

（流動負債） 

流動負債は前事業年度末に比べ10億円減少し、３億88百万円となりました。これは主に、未払法人税等が７億22百万円減少

したこと、買掛金が88百万円減少となったこと等によるものです。 

  

（固定負債） 

固定負債は前事業年度末に比べ25百万円増加し、３億51百万円となりました。これは主に、役員退職慰労引当金が24百万円

増加となったことによるものです。 

  

これらの結果、当事業年度末の負債合計は、前事業年度に比べ９億75百万円減少し、７億40百万円となりました。  

  

（純資産） 

純資産は前事業年度末に比べ２億26百万円増加し、41億75百万円となりました。これは主に、利益剰余金が１億5百万円増加

となったこと、資本金及び資本剰余金が１億17百万円増加となったこと等によるものです。 

  

 (2) キャッシュ・フローの分析 

当連結会計年度末におけるキャッシュ・フローの概況については、「第２ 事業の状況 １業績等の概要 （2）キャッシ

ュ・フローの状況」に記載のとおりであります。 

  



(3) 経営成績の分析 

当連結会計年度は連結財務諸表の作成初年度であり、前年同期との比較分析ができないこと及び連結数値の主たる部分を提

出会社が占めるため、以下、提出会社の当事業年度と前事業年度の実績に基づく比較分析を記載いたします。 

  

①売上高 

売上高は前事業年度に比べ35億76円減少し、41億16百万円となりました。 

これは主に、「たまごっち」シリーズ、ＴＶアニメ『ふたりはプリキュア』シリーズの製品売上が減少したこと等による

ものです。 

②売上原価 

売上原価は、主に売上高の減少に伴い前事業年度に比べ25億31百万円減少し、20億34百万円となりました。 

なお、売上高に占める権利売上高（主にロイヤリティー収入）の比率が向上したことを主な要因として、売上原価率は前

事業年度と比較して9.9ポイント減少し、49.4％となっております。 

③販売費及び一般管理費 

販売費及び一般管理費は前事業年度に比べ３億73百万円増加し、16億87百万円となりました。これは主に、事業拡大に伴

う先行投資的な人員増により、役員報酬・給料手当及び賞与等の人件費が１億16百万円増加したこと、研究開発活動の推進

及びＭ＆Ａ等に伴うデューデリジェンス費用等が増加したこと等によるものです。 

④営業利益 

上記①～③の結果、営業利益は前事業年度に比べ14億17百万円減少の３億94百万円（前年同期比78.2％減）を計上いたし

ました。 

⑤営業外損益 

営業外損益は、新株発行費、株式上場費用等の営業外費用が前事業年度と比較して20百万円減少したこと等により、当事

業年度の営業外損益(純額)は前事業年度と比較して20百万円の利益が増加しております。 

⑥経常利益 

上記①～⑤の結果、経常利益は前事業年度に比べ13億97百万円減少の４億32百万円（前年同期比76.4％減）を計上いたし

ました。 

⑦特別損益 

当事業年度の特別利益は、レバレッジド・リースに係る匿名組合事業益等で１億42百万円を計上いたしました。 

当事業年度の特別損失は、子会社クレマリーミルクの投資有価証券の評価減90百万円及び貸付金に対する貸倒引当金繰入

額50百万円の計上等により１億41百万円を計上いたしました。なお、本件特別損失は同社が連結子会社であることから、内

部取引消去により連結損益への影響はありません。 

これらの結果、特別損益(純額)は前事業年度と比較して76百万円の利益が減少しております。 

⑧税引前当期純利益・当期純利益 

上記①～⑦の結果、税引前当期純利益は前事業年度に比べ14億73百万円減少の４億32百万円（前年同期比77.3％減）とな

り、当期純利益は前事業年度に比べ７億99百万円減少の２億17百万円（前年同期比78.6％減）を計上いたしました。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度におきましては、重要な設備投資、及び重要な設備の除却、売却はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

         平成19年５月31日現在 

(注) １ 金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 上記の他、賃借している主要な設備の内容は以下のとおりであります。 

３ 従業員数の( )は、臨時従業員数を外書しております。 

４ 現在休止中の主要な設備はありません。 

  

(2) 国内子会社 

(注) １ 金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数の( )は、臨時従業員数を外書しております。 

  

(3) 在外子会社 

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの

名称 
設備の内容 

帳簿価額(千円) 
従業員数 
(名) 

建物 車両運搬具
工具器
具備品 

建設仮勘定 合計 

本社 
(東京都 
中央区) 

おもちゃ事業 
企画、開発
及び管理業
務設備 

2,736 17,396 29,775 ― 49,908 
 93 
(10) 

アミューズ
メント施設 
(横浜市 
都筑区) 

おもちゃ事業 
アミューズ
メント運営
設備 

― ― ― 7,730 7,730 
― 
(―) 

事業所 
(所在地) 

設備の内容 
賃借面積
(㎡) 

年間賃借料
(千円) 

敷金・保証金 
(千円) 

本社 
(東京都中央区) 

社屋 944.15 64,897 57,171

平成19年５月31日現在

会社名 
事業所名 
(主な所在

地) 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容
帳簿価額(千円) 

従業員数
(名) 

建物 車両運搬具
工具器 
具備品 合計 

株 式 会 社
epics 

本社 
(東京都 
中央区) 

おもちゃ事
業 

開発及び管
理業務設備 6,399 ― 4,597 10,996 41

株式会社葦
プロダクシ
ョン 

本社 
(東京都 
杉並区) 

おもちゃ事
業 

アニメ制作
及び管理業
務設備 

1,549 6,079 1,387 9,016 20

株式会社ク
レマリーミ
ルク 

店舗他 
(東京都 
渋谷区) 

その他 
事業 

店舗設備及
び管理業務
設備 

6,400 ― 1,766 8,167
3
(3) 

店舗 
(東京都 
中央区) 

〃 店舗設備 166 ― 1,869 2,035
1
(2) 

店舗 
(東京都 
江東区) 

  
〃 
  

〃 2,551 ― 328 2,880
 ―
(2) 

店舗 
(大阪市 
中央区) 

  
〃 
  

〃 3,234 ― 761 3,996
 ―
(―) 

平成19年５月31日現在

会社名 事業所名 
(所在地) 

事業の種
類別セグ
メントの

設備の内容
帳簿価額(千円) 従業員数

(名) 



  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

(注)  金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

名称 工具器具備品 合計   

WIZ(H.K.) 
LTD. 

本社 
（Kowloon,HongKong） 

お も ち ゃ
事業 

管 理 業 務
設備 1,390 1,390 5

会社名 事業所名 
(所在地) 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容
投資予定額 

資金調達方
法 着手年月

完了予定年
月 総額

（千円） 
既支払額
（千円） 

提出会社 

アミューズメ
ント施設（横
浜市 
都筑区） 

おもちゃ事
業 

アミューズ
メント運営

施設 
69,645 7,730 自己資金 平成19年

4月 
平成19年

7月 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 提出日現在の発行数には、平成19年８月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株

式数は、含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 96,000 

計 96,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年５月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年８月29日)

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 30,756 30,768
ジャスダック
証券取引所 

― 

計 30,756 30,768 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

新株予約権 

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

  

(注) １ １株当たり払込金額であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合をおこなう場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる

１円未満の端数は切り上げるものとしております。 
  

  
また、時価を下回る価格で新株式の発行または自己株式の処分をおこなう場合は、次の算式により払込金額を調整し、調

整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとしております。 
  

  
３ 当該ストックオプションの行使及び譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

① 本新株予約権者は、当社普通株式が国内の証券取引所に上場した場合に限り、本新株予約権を行使することができるも

のとする。 

② 本新株予約権者は、本新株予約権の行使において、当社または当社子会社の取締役、監査役、顧問、従業員、いずれか

の地位を有していることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他取締役会決議において正当な理由

があると認めた場合にはこの限りではない。 

③ 本新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。 

④ 本新株予約権者が、本新株予約権の権利行使時までに禁固刑以上の刑に処せられた場合、当社の就業規則その他の定め

により、懲戒解雇もしくは諭旨退職またはそれに準じた制裁を受けた場合、競合会社の役職員に就任した、もしくは競

業を営んだ場合、または当社に重大な損害を与えた場合においては、本新株予約権の行使は認めない。 

⑤ 本新株予約権者による本新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認められないものとする。 

⑥ その他の条件は、本総会および新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割り当てを受けたものと

の間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによる。 

４ 新株予約権の行使により新株予約権の数390個と新株予約権の目的となる株式の数1,170株は、減少しております。 
５ 新株予約権の行使により新株予約権の数４個と新株予約権の目的となる株式の数12株は、減少しております。 
６ 新株予約権１個につき目的となる株式数は当初１株でありましたが、平成18年１月23日付で当社普通株式を１株につき３

株の割合をもって分割しており、この結果、新株予約権１個につき目的となる株式数は３株に調整されております。株式

の発行価格及び資本組入額は、当該株式分割調整後の金額を記載しております。 

  

株主総会の特別決議日(平成17年１月12日) 

  
事業年度末現在

(平成19年５月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年７月31日) 

新株予約権の数(個) 78(注)４ 74(注)５ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 234(注)４ 222(注)５ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 100,000(注)１,２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年6月１日から
平成20年5月31日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 100,000
資本組入額 50,000 

(注)６ 同左 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ 同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

― ― 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

  

調整後払込金額 

  

＝ 

  

調整前払込金額 

  

× 

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

１株当たり時価 

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数 



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注)１ 平成16年11月24日の取締役会において、株式１株につき５株の株式分割(無償交付)を決議しております。 

２ 平成17年６月16日を払込期日とする一般募集増資 

(発行価格700,000円、引受価額654,500円、発行価額552,500円、資本組入額276,250円) 

３ 平成17年７月20日を払込期日、割当先を大和証券エスエムビーシー株式会社とする第三者割当増資 

(発行価格654,500円、発行価額552,500円、資本組入額276,250円) 

４ 第１回新株予約権（第１回ストックオプション）の権利行使よる増加であります。 

５ 平成17年10月12日の取締役会決議により、平成17年11月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主

に対し、平成18年１月23日付で当社普通株式を１株につき３株の割合をもって分割したため、発行済株式総数は19,320株増

加しております。 

６ 平成19年６月１日から平成19年７月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が12株増加しております。

この結果、資本金及び資本準備金はそれぞれ600千円増加しております。 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年５月31日現在 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成16年12月15日 

（注）１ 
6,432 8,040 ― 81,560 ― 1,560 

平成17年６月16日 

（注）２ 
900 8,940 248,625 330,185 340,425 341,985 

平成17年６月17日～ 

平成17年６月30日 

（注）４ 

5 8,945 750 330,935 750 342,735 

平成17年７月20日 

（注）３ 
200 9,145 55,250 386,185 75,650 418,385 

平成17年７月１日～ 

平成18年１月23日 

（注）４ 

515 9,660 77,250 463,435 77,250 495,635 

平成18年１月23日 

（注）５ 
19,320 28,980 ─ 463,435 ─ 495,635 

平成18年１月24日～ 

平成18年５月31日 

（注）４ 

606 29,586 30,300 493,735 30,300 525,935 

平成18年６月１日～ 

平成19年５月31日 

（注）４ 

1,170 30,756 58,500 552,235 58,500 584,435 

区分 

株式の状況 

単元未満 
株式の状況政府及び 

地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 4 12 20 3 5 1,978 2,022 ― 

所有株式数 
(株) 

― 2,726 180 144 844 111 26,751 30,756 ─ 

所有株式数 
の割合(％) 

― 8.87 0.59 0.47 2.74 0.36 86.97 100.00 ― 



  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年５月31日現在 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株) 

発行済株式総数
に対する 

所有株式数の 
割合(％) 

横井昭裕 東京都世田谷区 16,170 52.57 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８－11 2,469 8.02 

嶋崎 章 神奈川県厚木市 1,740 5.65 

横井真由美 東京都世田谷区 1,050 3.41 

ビーエヌピー パリバ セキュ

リティーズ サービス ルクセ

ンブルグ ジャスデック セキ

ュリティーズ 

（常任代理人 香港上海銀行東

京支店） 

23,  AVENUE  DE  LA  PORTE  NEUVE  L-2085 

LUXEMBOURG 

（東京都中央区日本橋３丁目11－１） 

820 2.66 

横井憲治 千葉県千葉市中央区 800 2.60 

杉浦幸昌 千葉県市川市 300 0.97 

藤本宏志 神奈川県横浜市瀬谷区 266 0.86 

日本証券金融株式会社（業務

口） 
東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 148 0.48 

稲石義徳 東京都世田谷区 98 0.31 

計 ― 23,861 77.58 



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年５月31日現在 

  

② 【自己株式等】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 30,756 30,756 ― 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 30,756 ― ― 

総株主の議決権 ― 30,756 ― 



(8) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、当社および子会社の役職員に対して特に有

利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成17年１月12日臨時株主総会において特別決議されたものであります。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

(注)１ 平成18年１月23日付で当社普通株式を１株につき３株の割合をもって分割しており、この結果、新株予約権１個につき目

的となる株式数は３株に調整されております。上記の株式の数は、当該株式分割調整後の株数を記載しております。 

２ 新株予約権の内容については、「(2) 新株予約権等の状況」に記載をしております。 

３ 平成19年７月31日現在におきましては、付与対象者はストックオプションの行使により52名及び退職により２名減少し10

名となっております。また、新株発行予定数はストックオプションの行使により3,348株の減少及び上記退職により30株失

権したことにより、平成19年７月31日現在における新株発行予定数は222株となっております。 

  

２ 【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】  

該当事項はありません。 

  

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社の利益配分におきましては、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題として認識しております。企業体質強化のための

内部留保を確保しながらも、株主の皆様からのご支援に応えるべく、業績及び今後の事業展開を勘案した配当を行うことを基本

方針としております。 

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中間配当は取締

決議年月日 平成17年１月12日 

付与対象者の区分及び人数 

当社取締役  5名
当社監査役   2名 
当社従業員  52名 
子会社取締役  1名 
子会社従業員  4名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数(株) 3,600株（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注)２ 

新株予約権の行使期間 (注)２ 

新株予約権の行使の条件 (注)２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)２ 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

― 



役会、期末配当は株主総会であります。 

当事業年度の剰余金の配当につきましては、中間配当金を１株当たり1,500円、期末配当金を１株当たり1,500円とし、年間配

当金では１株当たり3,000円としております。 

内部留保資金の使途につきましては、今後の新規事業投資等へ投入していくこととしております。 

なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定めております。 

  

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

（注）１ 当社株式は平成17年６月17日付で、ジャスダック証券取引所に上場いたしました。 

そのため、それ以前につきましては、当社株式は、非上場であり、かつ店頭登録もしておりませんので、株価はあ

りません。 

２ □印は、平成18年１月23日付の株式分割（１株を３株に分割）による権利落後の最高・最低株価であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

（注） 最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

決議年月日 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額 

（円） 

平成19年１月15日 

取締役会決議 
46,071 1,500 

平成19年８月28日 

定時株主総会決議 
46,134 1,500 

回 次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期 

決算年月 平成15年５月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 

最高（円） ― ― ― 
2,060,000 

□1,100,000 
562,000 

最低（円） ― ― ― 
1,200,000 

�481,000 
144,000 

月 別 平成18年12月 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 

最高（円） 330,000 306,000 285,000 249,000 256,000 217,000 

最低（円） 280,000 260,000 222,000 203,000 144,000 167,000 



５ 【役員の状況】 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(株) 

代表取締役 
社長 ― 横 井 昭 裕 昭和30年２月10日生

昭和52年４月

昭和62年６月

平成10年２月

  
 同 年６月

  
平成17年９月

  
平成18年８月

 同 年10月

  
平成19年６月

  
 同 年７月

  
 同 年７月

㈱バンダイ入社

当社代表取締役社長就任(現任) 
WIZ(H.K.)LTD.代表取締役社長就

任 
㈱ウイズワールド代表取締役社長

就任 
㈱クレマリーミルク（現㈱ウィズ

ランド）代表取締役社長就任 
㈱epics代表取締役会長就任 
㈱葦プロダクション取締役就任

(現任) 
㈱ウィズランド（旧㈱クレマリー

ミルク）代表取締役社長退任 
WIZ(H.K.)LTD.代表取締役社長退

任 
㈱epics代表取締役会長退任 

(注)２ 16,170

常務取締役 商品開発本
部本部長 嶋 崎   章 昭和35年４月16日生

昭和55年４月

昭和56年５月

昭和61年９月

 同 年11月

平成10年４月

平成12年３月

  
平成13年１月

平成14年７月

  
平成15年３月

平成16年４月

  
平成17年８月

 同 年８月

平成18年10月

  
平成19年６月

  
 同 年６月

  
 同 年８月

㈱エイリーフォー入社

㈱ティティブレーン入社 
当社入社、監査役就任 
当社取締役就任 
WIZ(H.K.)LTD.取締役就任(現任) 
当社企画本部本部長兼企画開発部

長 
当社開発本部本部長 
当社開発本部本部長兼マーケティ

ング部長 
当社商品開発室室長 
当社商品開発室室長兼企画開発本

部本部長 
当社常務取締役就任（現任） 
当社おもちゃ・アニメ事業担当 
㈱葦プロダクション取締役就任

（現任） 
当社商品開発本部本部長兼企画開

発本部担当 
㈱ウィズランド取締役就任（現

任） 
当社商品開発本部本部長（現任） 

(注)２ 1,740

常務取締役 
企画開発本

部本部長 
本 郷 武 一 昭和30年１月11日生

昭和53年４月

平成10年４月

平成14年４月

 同 年４月

  
平成15年４月

  
  

 同 年６月

平成16年４月

  
平成17年６月

  
  
  

平成19年６月

 同 年６月

 同 年７月

  
 同 年８月

㈱バンダイ入社

同社トイ第一事業部長 
同社執行役員就任 
同社キャラクタートイ事業部ゼネ

ラルマネージャー 
グループ生産政策担当兼キャラク

タートイ事業部ゼネラルマネージ

ャー 
同社取締役就任 
同社グループ開発生産政策担当兼

チーフたまごっちオフィサー 
同社グループ開発生産政策担当兼

グループメディア政策担当兼チー

フたまごっちオフィサー兼バンダ

イミュージアムオフィサー 
当社入社 
当社企画開発本部本部長（現任） 
WIZ(H.K.)LTD.取 締 役 就 任（現

任） 
当社取締役就任（現任） 

(注)２ ―



  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(株) 

取締役 

事業企画本
部本部長兼
事業企画部
長 

山 元 哲 治 昭和36年１月28日生

昭和54年４月

  
昭和57年４月

昭和61年９月

 同 年９月

昭和62年１月

 同 年２月

  
平成４年12月

平成５年１月

  
平成７年４月

  
平成９年10月

  
平成12年８月

  
  

平成15年６月

  
平成18年４月

  
 同 年６月

 同 年６月

  
 同 年６月

 同 年８月

 同 年８月

  
 同 年８月

  
平成19年６月

㈱バンダイ運輸（現㈱バンダイロ

ジパル）入社 
株式会社バンダイ入社 
当社入社 
当社取締役就任 
当社取締役退任 
㈱ジェン・クリエイティブハウス

設立、代表取締役就任 
同社代表取締役退任 
㈱ソニー・ミュージックエンタテ

インメント入社 
㈱ソニー・コンピュータエンタテ

インメント入社 
㈱シュガーアンドロケッツ取締役

就任 
㈱ソニー・コンピュータエンタテ

インメントJ制作１部部長兼エグ

ゼクティブ・プロデューサー 
同社J第２制作部部長兼エグゼク

ティブ・プロデューサー 
同社World Wide Studios JAPANス

タジオ制作第３部部長 
当社入社 
当社エグゼクティブ・プロデュー

サー 
㈱epics取締役就任 
当社取締役就任（現任） 
当社事業企画本部本部長兼事業企

画部長兼携帯コンテンツ事業担当 
㈱epics代表取締役社長就任（現

任） 
当社事業企画本部本部長兼事業企

画部長（現任） 

(注)２ 28

取締役 

企画開発本

部副本部長

兼経理本部

担当兼グル

ープ管理本

部担当 

東    聡 昭和32年11月６日生

昭和55年４月

平成10年４月

平成11年３月

 同 年６月

 同 年６月

平成13年４月

  
 同 年６月

 同 年６月

  
平成17年６月

平成18年10月

 同 年10月

平成19年１月

 同 年１月

  
 同 年６月

 同 年６月

  
 同 年８月

 同 年８月

㈱バンダイ入社

同社広報部部長 
同社経営企画部部長 
同社執行役員就任 
同社社長室室長 
同社メディア統括部ゼネラルマネ

ージャー 
同社取締役就任 
同社グループメディア政策担当兼

メディア管掌 
㈱東ハト常務取締役就任 
同社常務取締役退任 
同社顧問 
当社入社 
当社エグゼクティブ・プロデュー

サー 
当社企画開発本部副本部長 
㈱ウィズランド代表取締役社長就

任（現任） 
当社取締役就任（現任） 
当社企画開発本部副本部長兼経理

本部担当兼グループ管理本部担当

（現任） 

(注)２ 18



  

(注) １ 監査役大島忠、三木誠、加藤興平は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 取締役の任期は、平成19年５月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年５月期に係る定時株主総会終結の時までであ

ります。 

３ 監査役の任期は、平成18年５月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年５月期に係る定時株主総会終結の時までであ

ります。 

４ 監査役の任期は、平成19年５月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年５月期に係る定時株主総会終結の時までであ

ります。 

５ 株式会社ウイズワールドは、平成12年５月31日に清算しております。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(株) 

取締役 

新規事業開
発室室長兼
人事総務本
部担当 

吉 田 昌 稔 昭和32年11月６日生

昭和62年10月

平成16年５月

 同 年６月

  
平成17年４月

 同 年６月

平成18年５月

  
平成19年４月

 同 年４月

  
 同 年６月

 同 年６月

  
 同 年８月

 同 年８月

㈱カプコン入社

㈱バンプレスト入社 
同社役員待遇エンタテインメン

ト・マシン事業部担当 
同社アミューズメント本部長 
同社取締役就任 
バンプレスト販売㈱代表取締役社

長就任 
当社入社 
当社エグゼクティブ・プロデュー

サー 
当社新規事業開発室室長 
㈱ウィズランド取締役就任（現

任） 
当社取締役就任（現任） 
当社新規事業開発室室長兼人事総

務本部担当（現任） 

(注)２ 3

監査役 
(常勤) ― 大 島   忠 昭和19年８月27日生

昭和43年４月

平成２年10月

平成６年６月

平成11年４月

  
平成11年10月

  
  

平成17年８月

安田信託銀行㈱入社

同社審査部主任審査役 
同社監査役室主任調査役 
同社証券代行部株式法務室主任調

査役 
第一勧銀富士信託銀行㈱（現みず

ほ信託銀行㈱）証券代行部株式法

務室参事役就任 
当社監査役就任（現任） 

(注)３ 3

監査役 ― 三 木   誠 昭和14年12月４日生

昭和45年４月

  
昭和49年４月

  
昭和50年４月

昭和55年２月

  
  

平成12年７月

丹下健三都市・建築設計研究所入

社 
㈱黒川紀章建築・都市設計事務所

入社 
同社取締役設計部長就任 
㈲三木・建築・都市デザイン研究

所設立同社代表取締役社長就任

(現任) 
当社監査役就任(現任) 

(注)３ 14

監査役 ― 長 尾 謙 太 昭和33年12月25日生

昭和61年10月

平成２年８月

平成８年２月

  
平成９年７月

平成17年８月

平成19年８月

監査法人中央会計事務所入所

公認会計士登録 
長尾公認会計士事務所開設（現

任） 
税理士登録 
当社取締役就任 
当社監査役就任（現任） 

(注)４ ―

監査役 ― 加 藤 興 平 昭和47年１月２日生

平成11年４月

 同 年４月

平成15年５月

  
平成19年８月

弁護士登録

リーガルプラザ法律事務所入所 
千葉・大森法律事務所入所（現曙

綜合法律事務所）（現任） 
当社監査役就任(現任) 

(注)４ ―

計 17,976 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 （コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

当社は株主及び投資家、消費者、取引先、従業員、社会等のステークホルダーからの負託に応えるために、その意思が有効に

機能すべく経営体制を構築することが重要と考えております。特に、経営意思決定の迅速性・公正性と業務執行の効率化を図る

一方、経営監視体制の強化を実現しうる企業統治制度の確立をしていく所存であります。 

  

１．会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況 

(1) 会社の機関の説明 

経営の意思決定は、月１回の定例取締役会のほか、必要に応じて開催される臨時取締役会において行っております。 

具体的な業務執行については、その時点での経営的な諸問題・課題を本部長以上で討議・解決する「本部長会議」（原則月

１回）、部長以上で構成され月次の各部門の進捗報告を中心とする「経営会議」（原則月１回）において、その指示を行うこ

ととし、業務執行の迅速化と明確化を図っております。 

  

(2) 会社の内部統制及び業務執行図 

提出日現在

  

 
  

なお、当社資本金の額が５億円を超え、会社法上の大会社に該当することになったことに伴い、平成19年８月28日開催の定

時株主総会において監査役会及び会計監査人を設置いたしました。 

  

(3) 会社の機関の内容及び内部統制システム整備の状況 

当社の内部統制システムといたしましては、以下の「内部統制システム構築に関する基本方針」を柱にＰＤＣＡサイクルを

回し、より適切なリスクマネジメントを実践していく所存であります。 

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

ⅰ．取締役及び使用人が法令及び定款を遵守し、健全な社会規範のもとで、その職務を遂行するために「ウィズグループ・

コンプライアンス基本規程」及び「ウィズグループ行動指針」を定め、周知徹底を図る。 

ⅱ．コンプライアンス活動を推進していくために、代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置する。コ

ンプライアンス委員会は、コンプライアンス上の問題、活動状況等を適宜、取締役会及び監査役に報告する。 

ⅲ．当社グループの取締役及び使用人からの法令等の違反行為等に関する通報または相談に対して適切な処理を行うため、

「ウィズグループ内部通報処理規程」を定め、通報先を社内及び社外とするコンプライアンスホットラインを設置す

る。 

ⅳ．内部監査部は、使用人の職務の執行が法令及び定款等に適合しているかにつき、社内各部門の事業活動の監査を行い、

改善すべき事項を明らかにしたうえで、助言や勧告を行う。当該監査結果は代表取締役社長に報告し、各監査役に周知



する。 

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役の職務の執行に関する情報、文書の取扱いについては「文書保存管理規程」を定め、それに従う。 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

ⅰ．組織横断的リスク状況の監視並びに全社的対応は人事総務本部が行い、各部門の所轄業務に付随するリスク管理は担当

部署が行うこととする。 

ⅱ．不測の事態が発生した場合の手続きについて「リスク管理規程」を定め、緊急時の対応は、それに従う。 

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

「取締役会規則」、「職務分掌規程」、「職務権限規程」等の規程に基づく、職務権限及び意思決定のルールにより、適

正かつ効率的に取締役の職務の執行が行われる体制をとっていく。 

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

ⅰ．企業集団における業務の適正を確保するため当社グループ全体に「ウィズグループ企業行動指針」、「ウィズグルー

プ・コンプライアンス基本規程」等の倫理要綱及び規程を定め、適用する。 

ⅱ．当社は、当社グループの取締役または使用人に対してコンプライアンスに関する研修及びコンプライアンスホットライ

ンの周知等、必要な諸活動を実施する。 

ⅲ．当社及び当社子会社において、当社内部監査部の定期的監査を実施し、代表取締役社長はその報告を受ける。 

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

当面の間は、監査役の職務を補助すべき要員については、監査役から要請があれば、人事総務部の使用人をその任につけ

る。 

⑦ 監査役を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項 

監査役を補助すべき使用人の人事異動・評価等を行う場合は、あらかじめ監査役全員に相談し、同意を得ることを条件と

する。 

⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制 

取締役は、次に定める事項を報告するものとする。 

ⅰ．本部長会議及び経営会議で決議された事項 

ⅱ．会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項 

ⅲ．毎月の経営状況として重要な事項 

ⅳ．リスク管理に関する重要な事項 

ⅴ．重大な法令・定款違反 

ⅵ．その他コンプライアンス上で重要な事項 

使用人は、次に定める事項を報告するものとする。 

ⅰ．会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項 

ⅱ．重大な法令・定款違反 

ⅲ．その他コンプライアンス上で重要な事項 

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

ⅰ．監査役の監査が実効的に行われることを確保するために、監査役は代表取締役社長及び監査法人との会合をそれぞれ定

例化する。 

ⅱ．監査役は、必要に応じて内部監査部及び監査法人等と連携をとり、監査の実効性を確保するものとする。 

  

(4) 内部監査及び監査役監査の状況 

内部監査につきましては、内部監査部（常勤１名）において、法令、定款及び社内規程等の遵守状況並びに会計記録の正確

性、網羅性をはじめとする内部牽制の運用状況の調査を「内部監査規程」に基づき、計画的に実施しております。 

また、監査役制度を採用しており、監査役は会計監査・業務監査を実施するほか、取締役会に出席して、経営及び個別案件

に対して適法性の観点から意見を述べる等、経営監視体制の強化を図っております。さらに、常勤監査役１名は上記「本部長

会」及び「経営会議」に出席し、個別案件に対して、同じく適法性の観点から、適宜意見を述べています。 

内部監査部及び監査役はお互いに緊密な連携を保つ為に定期的な情報交換をおこない、監査の有効性、効率性を高めており



ます。 

なお、当社資本金の額が５億円を超え、会社法上の大会社に該当することになったことに伴い、平成19年８月28日開催の定

時株主総会において監査役会を設置いたしました。 

  

(5) 会計監査の状況 

当社の会計監査は、監査法人保森会計事務所と証券取引法に基づく監査契約を締結しております。当社は正しい会計情報を

提供する等、公正不偏な立場から適正な監査ができる環境を整えております。 

会計監査業務を執行した公認会計士の氏名等は以下のとおりであります。 

 (注)会計監査業務に係る補助者は、公認会計士７名で構成されております。 

  

なお、当社資本金の額が５億円を超え、会社法上の大会社に該当することになったことに伴い、平成19年８月28日開催の定

時株主総会において監査法人保森会計事務所を会計監査人として選任しております。 

  

(6) 社外取締役及び社外監査役との関係 

平成19年８月28日の株主総会において選任された、監査役の加藤興平(非常勤監査役)は平成19年８月27日まで当社と法律顧

問契約（平成19年５月期の支払報酬額950千円）を締結しておりましたが、現在契約は解消されております。当事業年度末にお

いて監査役の大島忠(常勤監査役)は当社株式を３株、三木誠(非常勤監査役)は当社株式を14株(新株予約権による潜在株式数27

株は含まず)所有しております。それ以外に当社との間に人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

  

会計監査業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名 

横川 三喜雄 

監査法人保森会計事務所 
津倉   眞 



(7) 責任限定契約の内容の概要 

社外監査役３名は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお

ります。 

 当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、いずれも法令に規定する最低責任限度額としております。 

  

(8) 取締役の定数及び取締役の選任の決議要件 

 当社の取締役は８名以内とする旨定款に定めております。 

 当社の取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決

権の過半数をもってこれをおこなう旨定款に定めております。 

  

(9) 自己株式の取得の決定機関 

当社は、会社法第165条第２項の規定により、株主総会の決議によらず取締役会の決議をもって、自己株式の取得をすること

ができる旨定款に定めております。これは自己株式の取得を取締役会の権限とすることにより、経済情勢等の変化に対して機

動的に自己株式の取得を行うことを目的とするものであります。 

  

(10) 株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３

分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもっておこなう旨定款に定めております。これは、株主総会

における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営をおこなうことを目的とするものであります。 

  

(11) 個人情報保護法について 

当社は個人情報保護法に対応すべく個人情報保護方針及び個人情報保護規程を定め、個人情報保護体制の維持・管理に努め

ております。 

  

２．リスク管理体制の整備の状況 

会社を取り巻く様々なリスクを的確に把握し、それを経営に反映させることが必要であるとの観点より、リスク管理に対し

て組織的に対応しております。 

前記の基本方針にもあるとおり、組織横断的リスク状況の監視並びに全社的対応は人事総務本部が行い、各部門の所轄業務

に付随するリスク管理は担当部署が行っております。また、「リスク管理規程」を定め、緊急時の対応は、それに従うと伴

に、リスク管理に対して社内に周知徹底を図っております。 

また、必要に応じて顧問弁護士等の社外からリスクに関する公正・適切な助言指導を受けながら、社内規程の整備・見直し

等のリスク体制の整備を今後も継続して行なっていく所存であります。 

  



３．役員報酬・監査報酬の内容 

当事業年度における取締役及び監査役に支払った報酬、及び監査法人に支払った監査報酬の内容は以下のとおりでありま

す。 

(1) 役員報酬の内容 

（注）１ 上記支給額には、前事業年度に係る役員賞与30,000千円及び当事業年度に係る役員退職慰労引当金繰入額25,449千円

を含んでおります。 

２ 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与16,800千円は含まれておりません。 

３  取締役の報酬限度額は、平成18年８月30日開催の第20回定時株主総会において年額210,000千円以内（ただし、使用人

分給与は含まない。）と決議いただいております。 

４ 監査役の報酬限度額は、平成19年８月28日開催の第21回定時株主総会において年額50,000千円以内と決議いただいて

おります。 

５  支給人員には、平成18年８月30日開催の第20回定時株主総会終結の時をもって退任した監査役１名及び平成19年８月

28日開催の第21回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役２名を含んでおります。 

６ 上記のほか、当事業年度において、平成18年８月30日開催の当社第20回定時株主総会決議に基づき、退任監査役１名

に対し役員退職慰労金1,111千円を支給しております。 

７ 平成19年８月28日開催の第21回定時株主総会決議に基づき、退任取締役２名に対し27,278千円を支給しております。

また同株主総会において役員退職慰労金制度の廃止が決議されたことに伴い、取締役３名に対し266,386千円及び監査

役１名に対し1,816千円の役員退職慰労金が退任時に支払われる予定であります。 

  

(2) 監査報酬の内容 

  

４．会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間(最近事業年度の末日から遡って１ヵ年)における実施

状況 

コーポレート・ガバナンスの重要性をさらに認識し、これを強化するために平成19年４月にウィズグループ・コンプライア

ンス基本規程を定め、ウィズグループ・コンプライアンスホットライン（所謂、内部通報窓口）を設置いたしました。 

また、より効果的なリスクマネジメントが実践できるよう、平成19年５月に「内部統制システム構築に関する基本方針」を

見直し、改善を図りました。 

  

区分 

社内取締役 社外取締役 社内監査役 社外監査役 計 

支給人員 
(名) 

支給額 
(千円) 

支給人員 
(名) 

支給額
(千円) 

支給人員
(名) 

支給額
(千円) 

支給人員
(名) 

支給額
(千円) 

支給人員 
(名) 

支給額
(千円) 

取締役及び監

査役に支払っ

た報酬等 
5 236,007 1 4,650 ― ― 3 16,317 9 256,974

監査報酬の区分 報酬額 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 18,500千円 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結財務

諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規

則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度（平成17年６月１日から平成18年５月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度（平成

18年６月１日から平成19年５月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

(3) 当連結会計年度(平成18年６月１日から平成19年５月31日まで)は、連結財務諸表の作成初年度であるため、前連結会計年度と

の対比は行っておりません。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成17年６月１日から平成18年５月31日まで) 並びに当連結会計

年度(平成18年６月１日から平成19年５月31日まで)及び当事業年度(平成18年６月１日から平成19年５月31日まで)の連結財務諸表

及び財務諸表について、監査法人保森会計事務所の監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

    
当連結会計年度

(平成19年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比 
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金   3,487,907   

２ 受取手形及び売掛金   506,663   

３ たな卸資産   142,041   

４ 繰延税金資産   17,083   

５ その他   73,394   

貸倒引当金   △5,035   

流動資産合計   4,222,054 79.4 

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物   35,445   

減価償却累計額   12,407 23,038   

(2) 車両運搬具   49,011   

減価償却累計額   25,535 23,475   

(3) 工具器具備品   114,550   

減価償却累計額   72,673 41,876   

(4) 建設仮勘定   7,730   

有形固定資産合計   96,121 1.8 

２ 無形固定資産     

(1) のれん   29,326   

(2) その他   14,152   

無形固定資産合計   43,478 0.8 

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券   617,453   

(2) 繰延税金資産   159,159   

(3) その他   176,501   

投資その他の資産合計   953,113 18.0 

固定資産合計   1,092,713 20.6 

資産合計   5,314,768 100.0 

     



  

  

    
当連結会計年度

(平成19年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比 
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形及び買掛金   230,100   

２ 短期借入金   50,000   

３ その他   373,375   

流動負債合計   653,476 12.3 

Ⅱ 固定負債     

１ 退職給付引当金   62,785   

２ 役員退職慰労引当金   288,831   

３ その他   335   

固定負債合計   351,952 6.6 

負債合計   1,005,428 18.9 

      

(純資産の部)         

Ⅰ 株主資本     

１ 資本金   552,235 10.4 

２ 資本剰余金   584,435 11.0 

３ 利益剰余金   3,002,656 56.5 

株主資本合計   4,139,326 77.9 

Ⅱ 評価・換算差額等     

１ その他有価証券評価
  差額金 

    1,545 0.0 

２ 為替換算調整勘定   53 0.0 

評価・換算差額等合計   1,599 0.0 

Ⅲ 少数株主持分   168,413 3.2 

純資産合計   4,309,340 81.1 

負債純資産合計   5,314,768 100.0 

      



② 【連結損益計算書】 

  

  

    
当連結会計年度

(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高 ※１ 4,509,973 100.0 

Ⅱ 売上原価   2,185,175 48.5 

売上総利益   2,324,798 51.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2,3 2,067,202 45.8 

営業利益   257,596 5.7 

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息   7,784   

２ 受取配当金   8,976   

３ 為替差益   16,434   

４ その他   8,652 41,848 0.9 

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息   912   

２ 株式交付費   2,435   

３ 開業費償却   2,600   

４ その他   2,964 8,913 0.2 

経常利益   290,531 6.4 

Ⅵ 特別利益     

１ 匿名組合事業益   141,593   

２ 投資有価証券売却益   550   

３ 固定資産売却益 ※４ 14 142,157 3.2 

Ⅶ 特別損失     

１ 開業費除却損   11,270   

２ 固定資産除却損 ※５ 714   

３ ソフトウェア評価損   935 12,920 0.3 

税金等調整前 
当期純利益 

  419,768 9.3 

法人税、住民税 
及び事業税 

  183,196   

法人税等調整額   46,134 229,330 5.1 

少数株主損失   17,197 0.4 

当期純利益   207,634 4.6 

      



③ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成18年５月31日残高(千円) 493,735 525,935 2,931,718 3,951,388 

連結会計年度中の変動額         

 新株の発行 58,500 58,500   117,000 

 剰余金の配当     △112,639 △112,639 

 当期純利益     207,634 207,634 

 子会社の新規連結に伴う 
 変動額(純額)     △24,057 △24,057 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)       ― 

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) 58,500 58,500 70,937 187,937 

平成19年５月31日残高(千円) 552,235 584,435 3,002,656 4,139,326 

  
評価・換算差額等 

少数株主
持分 純資産合計 

その他有価証券 
評価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年５月31日残高(千円) △2,994 ― △2,994 ― 3,948,394 

連結会計年度中の変動額           

 新株の発行         117,000 

 剰余金の配当         △112,639 

 当期純利益         207,634 

 子会社の新規連結に伴う 
 変動額(純額)         △24,057 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) 4,540 53 4,593 168,413 173,007 

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) 4,540 53 4,593 168,413 360,945 

平成19年５月31日残高(千円) 1,545 53 1,599 168,413 4,309,340 



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

  
当連結会計年度

(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

１ 税金等調整前当期純利益 419,768 

２ 減価償却費 45,888 

３ 匿名組合事業益 △141,593 

４ ソフトウェア評価損 935 

５ 貸倒引当金の増加額 28 

６ 退職給付引当金の増加額 940 

７ 役員退職慰労引当金の増加額 24,338 

８ 役員賞与引当金の減少額 △30,000 

９ 受取利息及び受取配当金 △16,761 

10 支払利息 912 

11 為替差益 △2,573 

12 固定資産除却損 714 

13 売上債権の減少額 866,289 

14 たな卸資産の減少額 35,762 

15 仕入債務の減少額 △15,324 

16 未払（未収）消費税等の増減額 △98,936 

17 未払金の増加額 69,187 

18 前受金の増加額 86,997 

19 その他 △23,962 

小計 1,222,612 

20 利息及び配当金の受取額 16,424 

21 利息の支払額 △912 

22 法人税等の支払額 △926,618 

営業活動によるキャッシュ・フロー 311,505 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

１ 有形固定資産の取得による支出 △62,545 

２ 無形固定資産の取得による支出 △5,099 

３ 投資有価証券の取得による支出 △512,812 

４ 投資有価証券の売却による収入 140,811 

５ 連結範囲の変更を伴う子会社株式の
  取得による収入 

※２ 138,723 

６ その他 △42,482 

投資活動によるキャッシュ・フロー △343,403 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

１ 新株発行による収入 115,357 

２ 配当金の支払額 △112,639 

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,718 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 2,577 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △26,602 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 3,469,179 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の 
増加額 

35,188 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 3,477,765 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
当連結会計年度

(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 ４社 

連結子会社名 

WIZ(H.K.)LTD. 

株式会社クレマリーミルク 

株式会社epics 

株式会社葦プロダクション 

WIZ(H.K.)LTD.及び株式会社クレマリーミルク

は、当連結会計年度より重要性が増したため、

また、株式会社epics及び株式会社葦プロダクシ

ョンについては、当連結会計年度より新たに子

会社となったため、連結範囲に含めておりま

す。 

２ 持分法の適用に関する事項 持分法を適用しない関連会社 

レジェンズ製作委員会 

  持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等

に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、持分法の適用から除外して

おります。なお、「投資事業組合に対する支配

力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の

取扱い」(企業会計基準委員会 平成18年９月８

日 実務対応報告第20号)が公表されたこともあ

り、当連結会計年度より関連会社として位置づ

けております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事

項 

連結子会社の決算日は、株式会社葦プロダク

ションが２月末日、WIZ(H.K.)LTD.及び株式会社

クレマリーミルクが３月31日、株式会社epicsが

４月30日であります。 

連結財務諸表の作成にあたっては、それぞれ

の連結子会社の決算日現在の財務諸表を使用し

ております。なお、連結決算日までの期間に発

生した重要な取引については、連結上必要な調

整をおこなっております。 



  

  

項目 
当連結会計年度

(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

①有価証券 

その他有価証券 

・時価のあるもの 

連結会計年度末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は総平均法により算定)を採用し

ております。 

・時価のないもの 

総平均法による原価法を採用しておりま

す。 

  ②デリバティブ 

時価法によっております。 

  ③たな卸資産 

製品 

総平均法による原価法を採用しておりま

す。 

原材料 

総平均法による原価法を採用しておりま

す。 

企画・開発支出金 

個別法による原価法を採用しております。 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

①有形固定資産 

建物（建物付属設備は除く） 

イ 平成10年３月31日以前に取得したもの 

旧定率法 

ロ 平成10年４月１日から平成19年３月31日

までに取得したもの   旧定額法 

ハ 平成19年４月１日以降に取得したもの 

定額法 

建物（建物付属設備は除く）以外 

イ 平成19年３月31日以前に取得したもの 

旧定率法 

ロ 平成19年４月１日以降に取得したもの 

定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

建物     ３～15年 

車両運搬具  ２～６年 

工具器具備品 ２～15年 

②無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、市場販売目的のソフトウェアについて

は、見込販売収益に基づく償却方法を採用し、

自社利用目的のソフトウェアについては、社内

における見込利用可能期間(５年以内)に基づく

定額法によっております。 

③長期前払費用 

均等償却をしております。 



  

項目 
当連結会計年度

(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

 (3) 重要な繰延資産の処理方法 株式交付費については、発生時に全額費用処

理しております。 

開業費については５年間で均等償却しており

ます。 

 (4) 重要な引当金の計上基準 ①貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等の特定の債権については、個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

  ②退職給付引当金 

当社では従業員の退職金の支出に備えるた

め、連結会計年度末の退職給付債務を計上して

おります。 

なお、退職給付引当金の対象人員が300名未満

であるため、簡便法によっており、退職給付債

務の金額は連結会計年度末の自己都合要支給額

としております。 

連結子会社については退職金制度を有してお

りません。 

  ③役員退職慰労引当金 

当社では役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく連結会計年度末の要支給見積

額を計上しております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引に

つきましては、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の処理 

繰延ヘッジ処理によっております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッ

ジ手段とヘッジ対象は以下のとおりでありま

す。 

ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…外貨建金銭債務・外貨建予定

取引 

③ヘッジ方針 

デリバティブ取引に関する権限規程に基づ

き、ヘッジ対象に係る為替相場変動リスクを一

定の範囲内でヘッジしております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

原則としてヘッジ対象とヘッジ手段双方のキ

ャッシュ・フロー変動の累計額又は相場変動の

累計額を基礎にして、ヘッジ有効性の評価をお

こなっております。 

但し、ヘッジ手段とヘッジ対象の外貨建金銭

債務または予定取引に関する重要な条件が同一

である場合には、ヘッジ有効性の評価を省略し

ております。 



  

  

項目 
当連結会計年度

(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

 (7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

①消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方

式によっております。 

②レバレッジド・リースを目的とした匿名組合

出資金の会計処理 

レバレッジド・リースを目的とした匿名組合

への出資金は、出資時に投資その他の資産の

「その他」に含まれている「出資金」に計上

し、匿名組合の会計報告に基づき当連結会計年

度末時点で生じている損失累計額は「投資損失

引当金」に計上し、それらを相殺した金額を連

結貸借対照表に計上しております。 

なお、当該相殺は契約ごとにおこない、「出

資金」が「投資損失引当金」を上回る場合は

「出資金」に、逆に下回る場合は流動負債の

「その他」に含まれている「未払金」に計上し

ております。 

当連結会計年度末における「出資金」は7,415

千円、「未払金」は15,253千円であります。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に

関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価について

は、全面時価評価法を採用しております。 

６ のれん及び負ののれんの償却に関す

る事項 

のれん及び負ののれんについては、５年間の

定額法で償却しております。ただし、重要性の

乏しいものについては発生時に償却しておりま

す。 

７ 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月

以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短期的な投資からなっ

ております。 



会計方針の変更 

  

注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

(連結損益計算書関係) 

  

当連結会計年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

（固定資産の減価償却方法の変更） 

平成19年度の法人税法の改正（「所得税法等の一部を改正する法律」（平成19年３月30日 

法律第６号）及び「法人税法施行令の一部を改正する政令」（平成19年３月30日 政令第83

号））に伴い、平成19年４月１日以降に取得したものについては、改正後の法人税法に基づ

く方法に変更しております。 

これに伴う損益への影響は軽微であります。 

当連結会計年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

１ 当社においては、運転資金の効率的な調達をおこなうため取引銀行３行と貸出コミット

メントライン契約を締結しております。 

当連結会計年度末における貸出コミットメントラインに係る借入未実行残高は次のとお

りであります。 

貸出コミットメントラインの総額 1,500,000千円

借入実行残高 ―千円

差引額 1,500,000千円

当連結会計年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

※１ 売上高には、他社へのキャラクター等の版権使用許諾及び製品の製造・販売許諾により

得られるロイヤリティー収入が含まれております。 

なお、当連結会計年度におけるロイヤリティー収入の金額は1,174,838千円でありま

す。 

※２ 販売費及び一般管理費の主なもの 

役員報酬・給料手当 858,198千円

賞与 135,736千円

法定福利費 100,062千円

役員退職慰労引当金繰入額 25,449千円

研究開発費 116,470千円

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費 

  116,470千円

※４ 固定資産売却益の内訳 

車両運搬具 14千円

※５ 固定資産除却損の内訳 

工具器具備品 714千円



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度（自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日） 

  

１ 発行済株式の種類及び総数 

(注)当連結会計年度より連結財務諸表を作成しております。 

（変動事由の概要） 

増加1,170株は、新株予約権の権利行使によるものです。 

  

２ 自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

（１） 配当金支払額 

  

（２） 基準日が当事業年度に属する配当金のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの 

  

株式の種類 前連結会計年度末(注) 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 29,586 1,170 ― 30,756

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当金 
（円） 

基準日 効力発生日

平成18年８月30日 

定時株主総会 
普通株式 66,568 2,250 平成18年５月31日 平成18年８月31日 

平成19年１月15日 
取締役会 

普通株式 46,071 1,500 平成18年11月30日 平成19年２月13日

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金
の総額 
（千円） 

１株当たり
配当金 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年８月28日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 46,134 1,500 平成19年５月31日 平成19年８月29日 



 (連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

  

次へ 

当連結会計年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

現金及び預金 3,487,907千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 10,141千円

現金及び現金同等物 3,477,765千円

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳 

株式の取得により新たに株式会社epicsと株式会社葦プロダクション（以下、新規取得

連結子会社）を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに新規取得

連結子会社株式の取得価額と新規取得連結子会社取得による収入（純額）との関係は

以下のとおりであります。 

流動資産 410,094千円

固定資産 37,713千円

のれん 34,501千円

流動負債 △71,870千円

少数株主持分 △185,611千円

新規取得連結子会社株式の取得価額 224,828千円

新規取得連結子会社の現金及び現金同等物 △363,551千円

差引：新規取得連結子会社取得による収入 138,723千円

当連結会計年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

  工具器具備品

取得価額相当額 6,784千円   

減価償却累計額相当額 4,586千円   

期末残高相当額 2,197千円   

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 1,272千円

１年超 1,022千円

合計 2,295千円

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 1,153千円

減価償却相当額 1,083千円

支払利息相当額 72千円

４ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

利息相当額の算定方法 

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっております。 



(有価証券関係) 

当連結会計年度 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券 

（自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日）

  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

（自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日）

  

４ 時価評価されていない有価証券 

  

  種類 取得原価(千円) 
連結貸借対照表 

計上額(千円) 
差額(千円) 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

(1)株式 2,154 4,761 2,607 

(2)債券 ― ― ― 

(3)その他 99,726 99,740 13 

小 計 101,880 104,501 2,620 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

(1)株式 154 139 △14 

(2)債券 ― ― ― 

(3)その他 ― ― ― 

小 計 154 139 △14 

合 計 102,035 104,641 2,606 

種類 売却原価(千円) 売却額(千円) 売却損益(千円) 売却の理由 

社債 99,461 99,695 234 
債券発行者の財政状態

等から判断したため 

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円) 

41,116 316 ― 

区分 連結貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券   

非上場株式 512,812 



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

当連結会計年度(自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日) 

該当事項はありません。 

なお、為替予約取引をおこなっておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いております。 

  

(退職給付関係) 

  

(ストック・オプション等関係)  

当連結会計年度（自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日） 

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

（１） ストック・オプション内容 

当連結会計年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

１ 取引の内容及び利用目的 

通常の営業過程における輸入取引の為替相場の変動によるリスクを軽減するため、先物

為替予約をおこなっております。 
  
２ 取引に対する取組方針 

デリバティブ取引は、将来の為替相場の変動によるリスク回避を目的としており、投機

的な取引はおこなわない方針であります。 
  
３ 取引に係るリスクの内容 

通貨関連における先物為替予約取引は、為替相場の変動によるリスクを有しておりま

す。 

当該取引は、取引先に対する信用リスクを有しておりますが、デリバティブ取引の契約

先は、いずれも信用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履行による信用リス

クは、ほとんどないと判断しております。 

４ 取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の執行・管理については、デリバティブ取引に関する権限規程に基づ

き事前の稟議をおこない、所定の決裁を得ておこなっております。 

５ その他 

「取引の時価等」に関する契約額は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リス

クの大きさを示すものではありません。 

当連結会計年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。 

２ 退職給付債務に関する事項 

   (注)退職給付債務の算定は、簡便法を採用しております。 

退職給付債務 62,785千円

年金資産 ―千円

未積立退職給付債務 62,785千円

会計基準変更時差異の未処理額 ―千円

退職給付引当金 62,785千円

３ 退職給付費用に関する事項 

   (注)退職給付費用の算定は、簡便法を採用しております。 

勤務費用 8,624千円

会計基準変更時差異の費用処理額 ―千円

退職給付費用 8,624千円



(注)１ 平成17年10月12日開催の取締役会決議に基づき、平成17年11月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記

録された株主の所有株式数を平成18年１月23日付で１株につき３株の割合をもって分割しておりますので、株式の種

類及び付与数は株式分割後の株数に換算して記載しております。 

  ２ 株式数に換算して記載してあります。 

  

（２） ストック・オプションの規模及びその変動内容 

イ ストック・オプションの数 

(注)平成17年10月12日開催の取締役会決議に基づき、平成17年11月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録さ

れた株主の所有株式数を平成18年１月23日付で１株につき３株の割合をもって分割しておりますので、ストック・オプシ

ョンの数は株式分割後の株数に換算して記載しております。 

  

平成17年１月12日 臨時株主総会決議第１回（新株予約権）ストック・オプション 

決議年月日 平成17年１月12日 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役  ５名 

当社監査役  ２名 

当社従業員  52名 

子会社取締役 １名 

子会社従業員 ４名 

株式の種類及び付与数（株） 普通株式 3,600株（注）１、２ 

付与日 平成17年２月８日 

権利確定条件 ― 

対象勤務期間 ― 

権利行使期間 平成17年６月１日から平成20年５月31日まで 

平成17年１月12日 臨時株主総会決議第１回（新株予約権）ストック・オプション 

権利確定前  

期首（株） ― 

付与（株） ― 

失効（株） ― 

権利確定（株） ― 

未確定残（株） ― 

権利確定後  

期首（株） 1,404 

権利確定（株） ― 

権利行使（株） 1,170 

失効（株） ― 

未行使残（株） 234 



ロ 単価情報 

(注)権利行使価格は１株当たりの払込金額を記載しております。 

  

(税効果会計関係) 

  

  
  

平成17年１月12日 

臨時株主総会決議第１回（新株予約権）ストック・オプション 

権利行使価格（円） 100,000

行使時平均株価（円） 378,082

付与日における公正な評価単価 ―

当連結会計年度
(平成19年５月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

（繰延税金資産） 

①流動資産 

たな卸資産廃棄損 11,543千円

未払賞与 3,255千円

その他 3,095千円

   計 17,894千円

②固定資産 

役員退職慰労引当金 117,525千円

退職給付引当金 23,885千円

減価償却費損金算入限度超過額 14,093千円

タックスヘイブン税制 3,482千円

連結子会社の繰越欠損金 139,689千円

その他 1,232千円

   計 299,908千円

繰延税金資産小計 317,803千円

評価性引当額 △140,499千円

繰延税金資産合計 177,303千円

（繰延税金負債） 

その他有価証券評価差額金 △1,060千円

繰延税金資産の純額 176,242千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目

別の内訳 

  

法定実効税率 40.69％

（調整） 

連結子会社の欠損金未認識差異 11.93％

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.30％

法人税の特別控除 △3.74％

その他 0.45％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 54.63％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当連結会計年度(自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「おもちゃ事業」の割合がいずれも

90％を超えているため、記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

当連結会計年度(自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の割合がいずれも90％を超えているた

め、記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

当連結会計年度(自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

  

【関連当事者との取引】 

当連結会計年度(自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日) 

該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。 

（単位：千円） 

  

(重要な後発事象) 

  

  

当連結会計年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

１株当たり純資産額 134,637円99銭

１株当たり当期純利益 6,791円89銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 6,725円02銭

項目 
当連結会計年度 

(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

１株当たり当期純利益   

 連結損益計算書上の当期純利益 207,634  

 普通株式に係る当期純利益 207,634  

普通株主に帰属しない金額 ―  

 普通株式の期中平均株式数（株） 30,571  

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

 当期純利益調整額 ―  

 普通株式増加数（株） 
 （うち新株予約権（株）） 

304  
(304) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の
概要 

―  

当連結会計年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

役員退職慰労金制度の廃止 

  

 当社は、平成19年７月25日開催の取締役会において、取締役及び監査役の報酬体系

を見直した結果、平成19年８月28日開催の第21回定時株主総会終結の時をもって役員

退職慰労金制度を廃止することを決議いたしました。 

 この決議に伴い、本総会終結時に在任する取締役及び監査役に対して、従来の退職

慰労金規定に基づく対象慰労金制度廃止日（同株主総会終結時）までの在任期間に応

じた退職慰労金を打ち切り支給することを同総会で決議いたしました。 

 なお、退職慰労金は、各取締役及び監査役の退任時に支給することといたします。 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

(注) 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 
前期末残高 

（千円） 

当期末残高 

（千円） 

平均利率 

（％） 
返済期限 

短期借入金 ― 50,000 1.0 ― 

合計 ― 50,000 ― ― 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  
前事業年度

(平成18年５月31日) 
当事業年度 

(平成19年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     3,469,179     3,055,783   

２ 受取手形     614,365     217,077   

３ 売掛金     711,158     233,958   

４ 製品     55,598     26,380   

５ 原材料     60,988     35,962   

６ 企画・開発支出金     50,462     40,727   

７ 貯蔵品     10     2,910   

８ 前渡金     150     3,605   

９ 繰延税金資産     64,732     16,740   

10 その他     46,340     45,794   

 貸倒引当金     △5,000     △5,000   

流動資産合計     5,067,985 89.5   3,673,941 74.7 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

(1) 建物   5,463     7,098     

減価償却累計額   3,954 1,508   4,362 2,736   

(2) 車両運搬具   36,226     40,782     

減価償却累計額   16,126 20,100   23,385 17,396   

(3) 工具器具備品   49,831     72,268     

減価償却累計額   36,479 13,352   42,493 29,775   

(4) 建設仮勘定     ―     7,730   

有形固定資産合計     34,961 0.6   57,638 1.2 

２ 無形固定資産               

(1) 商標権     2,255     1,996   

(2) ソフトウェア     12,416     9,154   

(3) その他     794     794   

無形固定資産合計     15,466 0.3   11,945 0.2 

３ 投資その他の資産              

(1) 投資有価証券     235,807     616,453   

(2) 関係会社株式     40,559     235,388   

(3) 出資金     10,845     18,067   

(4) 関係会社長期貸付金     ―     50,000   

(5) 従業員長期貸付金     5,928     4,470   

(6) 長期前払費用     25,165     28,443   

(7) 繰延税金資産     165,711     178,271   

(8) 敷金     61,595     91,277   

貸倒引当金     ─     △50,000   

投資その他の資産合計     545,612 9.6   1,172,371 23.9 

固定資産合計     596,040 10.5   1,241,954 25.3 

資産合計     5,664,026 100.0   4,915,896 100.0 
       



  

  
  

   
前事業年度

(平成18年５月31日) 
当事業年度 

(平成19年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形     29,088     25,639   

２ 買掛金     216,007     127,384   

３ 未払金     127,561     95,153   

４ 未払費用     104,317     102,906   

５ 未払法人税等     722,986     ―   

６ 未払消費税等     73,359     ―   

７ 前受金     34,702     21,000   

８ 預り金     51,270     15,674   

９ 役員賞与引当金     30,000     ―   

10 その他     ―     1,228   

流動負債合計     1,389,293 24.5   388,986 7.9 

Ⅱ 固定負債               

１ 退職給付引当金     61,845     62,785   

２ 役員退職慰労引当金     264,492     288,831   

固定負債合計     326,338 5.8   351,616 7.2 

負債合計     1,715,631 30.3   740,603 15.1 

          

(純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金     493,735 8.7   552,235 11.2 

２ 資本剰余金               

資本準備金   525,935     584,435     

資本剰余金合計     525,935 9.3   584,435 11.9 

３ 利益剰余金               

(1) 利益準備金   21,003     21,003     

(2) その他利益剰余金               

別途積立金   1,700,000     2,600,000     

繰越利益剰余金   1,210,715     416,072     

利益剰余金合計     2,931,718 51.8   3,037,076 61.8 

株主資本合計     3,951,388 69.8   4,173,746 84.9 

Ⅱ 評価・換算差額等               

 その他有価証券評価 
  差額金 

    △2,994 △0.1   1,545 0.0 

評価・換算差額等合計     △2,994 △0.1   1,545 0.0 

純資産合計     3,948,394 69.7   4,175,292 84.9 

負債純資産合計     5,664,026 100.0   4,915,896 100.0 

          



② 【損益計算書】 
  

  

  
前事業年度

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 ※１   7,693,617 100.0   4,116,905 100.0 

Ⅱ 売上原価               

１ 製品等売上原価 ※２             

(1) 製品等期首たな卸高   276,331     116,586     

(2) 当期製品等仕入高   4,085,415     1,688,473     

小計   4,361,747     1,805,060     

(3) 他勘定振替高 ※３ 1,320     9     

(4) 製品等期末たな卸高   116,586     65,635     

計   4,243,840     1,739,416     

２ 企画・開発売上原価 ※４ 322,820 4,566,660 59.3 295,410 2,034,827 49.4 

売上総利益     3,126,956 40.7   2,082,078 50.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１ 役員報酬・給料手当   503,545     649,988     

２ 賞与   132,494     131,093     

３ 退職給付費用   14,116     8,624     

４ 役員賞与引当金繰入額 30,000 ―    
５ 役員退職慰労引当金 

繰入額 
18,949 25,449    

６ 法定福利費   68,228     79,620     

７ 旅費交通費   42,661     44,910     

８ 地代家賃   77,322     87,019     

９ 減価償却費   16,418     28,152     

10 研究開発費  ※５ 67,489     139,316     

11 支払報酬   ―     94,763     

12 業務委託費   ―     90,680     

13 その他   343,144 1,314,371 17.1 307,784 1,687,404 41.0 

営業利益     1,812,585 23.6   394,674 9.6 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   5,091     5,716     

２ 有価証券利息   2,359     2,352     

３ 受取配当金   3,588     8,964     

４ 為替差益   26,447     16,357     

５ その他   1,881 39,368 0.5 6,185 39,576 1.0 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   502     598     

２ 新株発行費   9,134     ―     

３ 株式交付費   ―     1,642     

４ 株式上場費用   12,718 22,355 0.3 ― 2,241 0.1 

経常利益     1,829,597 23.8   432,009 10.5 



  

  

  
前事業年度

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益               

１ 匿名組合事業益   68,783     141,593     

２ 投資有価証券売却益   2,564     550     

３ 貸倒引当金戻入益   7,300 78,647 1.0 ― 142,143 3.4 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産除却損 ※６ 637     689     

２ 固定資産売却損 ※７ 101     ―     

３ ソフトウェア評価損   1,016     935     

４ 関係会社株式評価損   ―     90,000     

５ 貸倒引当金繰入額 ※８ ― 1,755 0.0 50,000 141,625 3.4 

税引前当期純利益     1,906,489 24.8   432,528 10.5 

法人税、住民税 
及び事業税 

894,437 182,214    

法人税等調整額   △5,211 889,225 11.6 32,317 214,531 5.2 

当期純利益     1,017,264 13.2   217,996 5.3 



③ 【株主資本等変動計算書】 

前事業年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

  

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産 

合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本

合計 

その他有 
価証券評 
価差額金 

評価・ 
換算差額 
等合計 資本 

準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金

利益剰余金

合計 別途

積立金 

繰越

利益 
剰余金 

平成17年５月31日残高

（千円） 
81,560 1,560 1,560 14,800 1,450,000 513,449 1,978,249 2,061,369 802 802 2,062,172

事業年度中の変動額                      

新株の発行 412,175 524,375 524,375         936,550     936,550

利益準備金の繰入       6,203   △  6,203 - -     -

別途積立金の積立         250,000 △250,000 - -     -

剰余金の配当           △ 33,795 △ 33,795 △ 33,795     △ 33,795

利益処分による 
役員賞与 

          △30,000 △30,000 △ 30,000     △ 30,000

当期純利益           1,017,264 1,017,264 1,017,264     1,017,264

株主資本以外の項目 
の事業年度中の 
変動額（純額） 

                △3,796 △3,796 △3,796

事業年度中の 
変動額合計（千円） 

412,175 524,375 524,375 6,203 250,000 697,265 953,469 1,890,019 △3,796 △3,796 1,886,222

平成18年５月31日残高

（千円） 
493,735 525,935 525,935 21,003 1,700,000 1,210,715 2,931,718 3,951,388 △2,994 △2,994 3,948,394



当事業年度(自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日) 

  

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産 

合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本

合計 

その他有 
価証券評 
価差額金 

評価・ 
換算差額 
等合計 資本 

準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金

利益剰余金

合計 別途

積立金 

繰越

利益 
剰余金 

平成18年５月31日残高

（千円） 
493,735 525,935 525,935 21,003 1,700,000 1,210,715 2,931,718 3,951,388 △2,994 △2,994 3,948,394

事業年度中の変動額                      

新株の発行 58,500 58,500 58,500       ― 117,000     117,000

別途積立金の積立         900,000 △900,000 ― ―     ―

剰余金の配当           △112,639 △112,639 △112,639     △112,639

当期純利益           217,996 217,996 217,996     217,996

株主資本以外の項目 
の事業年度中の 
変動額（純額） 

                4,540 4,540 4,540

事業年度中の 
変動額合計（千円） 

58,500 58,500 58,500 ― 900,000 △794,642 105,357 222,357 4,540 4,540 226,897

平成19年５月31日残高

（千円） 
552,235 584,435 584,435 21,003 2,600,000 416,072 3,037,076 4,173,746 1,545 1,545 4,175,292



④ 【キャッシュ・フロー計算書】 
  

  
前事業年度

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前当期純利益   1,906,489 

減価償却費   26,304 

投資有価証券売却益   △2,564 

匿名組合事業益   △68,783 

新株発行費   9,134 

ソフトウェア評価損   1,016 

貸倒引当金の減少額   △7,300 

役員賞与引当金の増加額   30,000 

退職給付引当金の増加額   9,763 

役員退職慰労引当金の増加額   15,357 

役員賞与の支払額   △30,000 

受取利息及び受取配当金   △8,680 

有価証券利息   △2,359 

支払利息   502 

固定資産除却損・売却損   738 

売上債権の増加額   △68 

たな卸資産の減少額   145,929 

仕入債務の減少額   △306,161 

未払消費税等の増加額   47,065 

未払金の減少額   △26,281 

未払費用の増加額   11,307 

その他   73,455 

小計   1,824,866 

利息及び配当金の受取額   9,211 

利息の支払額   △502 

法人税等の支払額   △653,659 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,179,915 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

関係会社株式の取得による支出   △30,000 

投資有価証券の取得による支出   △266,080 

投資有価証券の売却による収入   31,018 

有形固定資産の取得による支出   △28,840 

無形固定資産の取得による支出   △14,206 

出資金の支払いによる支出   △16,380 

出資金の分配による収入   13,094 



  

  

  
前事業年度

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

区分
注記
番号

金額(千円)

貸付金の回収による収入   8,941 

貸付による支出   △50,000 

その他   △2,267 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △354,719 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入れによる収入   20,000 

短期借入金の返済による支出   △60,000 

長期借入金の返済による支出   △20,000 

株式の発行による収入   927,415 

配当金の支払額   △33,795 

財務活動によるキャッシュ・フロー   833,620 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額   1,658,816 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   1,810,363 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高   3,469,179 

    



重要な会計方針 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 満期保有目的の債券 

  償却原価法を採用しております。 

(1)   ―――――――――― 

  

  (2) 子会社株式 

  総平均法による原価法を採用して

おります。 

(2) 子会社株式 

同左 

  (3) その他有価証券 

 ・時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は総平均法

により算定)を採用しております。 

(3) その他有価証券 

 ・時価のあるもの 

同左 

   ・時価のないもの 

  総平均法による原価法を採用して

おります。 

 ・時価のないもの 

同左 

２ デリバティブ取引により

生じる正味の債権(及び

債務)の評価基準及び評

価方法 

時価法によっております。 同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 製品 

  総平均法による原価法を採用して

おります。但し、アニメフィルムに

ついては個別法による原価法を採用

しております。 

(1) 製品 

  総平均法による原価法を採用して

おります。 

  (2) 原材料 

  総平均法による原価法を採用して

おります。 

(2) 原材料 

同左 

  (3) 企画・開発支出金 

  個別法による原価法を採用してお

ります。 

(3) 企画・開発支出金 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  定率法によっております。 

  但し、平成10年４月１日以降取得

の建物(建物付属設備を除く)につい

ては、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物         15年 

車両運搬具      ６年 

工具器具備品    ２～15年 

(1) 有形固定資産 

建物（建物附属設備は除く） 

イ 平成10年３月31日以前に取得

したもの  旧定率法 

ロ 平成10年４月１日から平成19

年３月31日までに取得したも

の     旧定額法 

ハ 平成19年４月１日以降に取得

したもの  定額法 

建物（建物附属設備は除く）以外 

イ 平成19年３月31日以前に取得

したもの  旧定率法 

ロ 平成19年４月１日以降に取得

したもの  定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物         15年 

車両運搬具      ６年 

工具器具備品   ２～15年 

項目 
前事業年度

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

  (2) 無形固定資産 

  定額法によっております。 

  なお、市場販売目的のソフトウェ

(2) 無形固定資産 

同左 



  

  

アについては、見込販売収益に基づく

償却方法を採用し、自社利用目的の

ソフトウェアについては、社内にお

ける見込利用可能期間(５年以内)に

基づく定額法によっております。 

  (3) 長期前払費用 

  均等償却をしております。 

(3) 長期前払費用 

同左 

５ 繰延資産の処理方法 新株発行費については、発生時に全

額費用処理しております。 

株式交付費については、発生時に全

額費用処理しております。 

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  売上債権等の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等の

特定の債権については、個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

  

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 役員賞与引当金 

  役員の賞与の支出に備えるため、

支給見込額のうち当事業年度対応分

を計上しております。 

  

（会計方針の変更） 

  役員賞与については、従来は利益

処分により株主総会の決議を経て未

処分利益の減少として処理しており

ましたが、当事業年度より「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計基

準第４号 企業会計基準委員会）に

基づき、発生した期間の費用として

処理する方法に 

変更いたしました。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が30,000千円増加し、営業利益,経

常利益及び税引前当期純利益はそれ

ぞれ30,000千円減少しております。 

  

(2)   ―――――――――― 

  

  

  (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職金の支出に備えるた

め、事業年度末退職給付債務を計上

しております。 

  なお、退職給付引当金の対象人員

が300名未満であるため、簡便法に

よっており、退職給付債務の金額は

期末自己都合要支給額としておりま

す。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

項目 
前事業年度

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

  (4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給見積

額を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

  

  

７ リース取引の処理方法   リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引につきまして

は、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。 

同左 

８ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の処理 

  繰延ヘッジ処理によっておりま

(1) ヘッジ会計の処理 

同左 



  

す。 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   当事業年度にヘッジ会計を適用し

たヘッジ手段とヘッジ対象は以下の

とおりであります。 

ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…外貨建金銭債務・外貨

建予定取引 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  

  (3) ヘッジ方針 

  デリバティブ取引に関する権限規

程に基づき、ヘッジ対象に係る為替

相場変動リスクを一定の範囲内でヘ

ッジしております。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  (4) ヘッジ有効性評価の方法 

  原則としてヘッジ対象とヘッジ手

段双方のキャッシュ・フロー変動の

累計額又は相場変動の累計額を基礎

にして、ヘッジ有効性の評価をおこ

なっております。 

  但し、ヘッジ手段とヘッジ対象の

外貨建金銭債務または予定取引に関

する重要な条件が同一である場合に

は、ヘッジ有効性の評価を省略して

おります。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

９ キャッシュ・フロー計

算書における資金の範

囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資。 

―――――――――― 



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

10 その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

(1) 消費税等の会計処理方法 

同左 

  

(2) 組合方式によるアニメ共同制作に

係る出資金の会計処理 

当社は、アニメ制作及びそれに付

帯する収益を主たる事業活動の一環

として認識し、組合等の財産のうち

出資持分割合に相当する金額を当社

の資産及び負債として貸借対照表に

計上し、損益計算書についても同様

に処理する原則的方法を採用してお

ります。ただし、自らが業務執行組

合員でない場合等においては、入手

できる会計情報の制約等から原則的

方法が採用できないケースがあり、

こうしたケースにおいては、原則的

方法に代えて、貸借対照表について

は持分相当額を純額で、損益計算書

についてはそれぞれの損益項目の持

分相当額を計上する方法を採用して

おります。 

(2)   ―――――――――― 

  

  

(3) レバレッジド・リースを目的とし

た匿名組合出資金の会計処理 

レバレッジド・リースを目的とし

た匿名組合への出資金は、出資時に

「出資金」に計上し、匿名組合の会

計報告に基づき期末時点で生じてい

る損失累計額を「投資損失引当金」

に計上する方法によっております。 

但し、「出資金」と「投資損失引

当金」は貸借対照表上相殺して表示

し、「投資損失引当金」が「出資

金」を超過する場合には、その超過

額を「未払金」に計上しておりま

す。 

なお、当事業年度末における「出

資金」は444,743千円、「投資損失

引当金」は 444,743 千円で「未払

金」は87,169千円であります。 

(3) レバレッジド・リースを目的とし

た匿名組合出資金の会計処理 

レバレッジド・リースを目的とし

た匿名組合への出資金は、出資時に

「出資金」に計上し、匿名組合の会

計報告に基づき期末時点で生じてい

る損失累計額は「投資損失引当金」

に計上し、それらを相殺した金額を

貸借対照表上に計上しております。 

なお、当該相殺は契約ごとにおこ

ない、「出資金」が「投資損失引当

金」を上回る場合は「出資金」に、

逆に下回る場合は「未払金」に計上

しております。 

当事業年度末における「出資金」

は7,415千円、「未払金」は15,253

千円であります。 



会計方針の変更 

  

前事業年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

  

―――――――――― 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当期における

貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。 

 これにより損益に与える影響はありません。 

 従来の資本の部に相当する金額は、3,948,394千円で

あります。 

  

―――――――――― 

―――――――――― （固定資産の減価償却の方法の変更） 

平成19年度の法人税法の改正（「所得税法等の一部

を改正する法律」（平成19年３月30日 法律第６号）

及び「法人税法施行令の一部を改正する政令」（平成

19年３月30日 政令第83号））に伴い、平成19年４月

１日以降に取得したものについては、改正後の法人税

法に基づく方法に変更しております。 

これに伴う損益への影響は軽微であります。 

  



表示方法の変更 

  

追加情報 

  

前事業年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

―――――――――― （損益計算書） 

１ 前事業年度まで販売費及び一般管理費の「その他」

に含めて表示しておりました「支払報酬」及び「業務

委託費」は、当事業年度において、販売費及び一般管

理費の100分の５を超えたため区分掲記いたしました。 

なお、前事業年度の「その他」に含まれている「支

払報酬」及び「業務委託費」はそれぞれ38,945千円、

26,722千円であります。 

２ 前事業年度において、営業外費用として表示してお

りました「新株発行費」は、当事業年度より、「繰延

資産の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基

準委員会 平成18年８月11日 実務対応報告第19号）

の適用により、「株式交付費」と表示することといた

しました。 

  

（キャッシュフロー計算書） 

 前事業年度まで投資キッシュ・フローの「その他」

に含めて表示しておりました「投資有価証券の取得に

よる支出」は、当事業年度において重要性が増したた

め区分掲記いたしました。なお前事業年度の投資有価

証券取得による支出額は154千円であります。 

  

―――――――――― 

前事業年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

（外形標準課税） 

当事業年度において資本金が１億円を超えたことに

よる外形標準課税制度の適用に伴い、法人事業税の付

加価値割及び資本割14,374千円は、「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（企業会計基準委員会 平成16年

２月13日 実務対応報告第12号）に基づき、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

  

―――――――――― 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 

 

前事業年度 
(平成18年５月31日) 

当事業年度
(平成19年５月31日) 

 １ 保証債務 

次の子会社について、金融機関からの借入金に対

し債務保証をおこなっております。 

    保証先：株式会社クレマリーミルク 

    金額 ：50,000千円 

 １ 保証債務 

同左 

 ２     ―――――――――― ２ 当社は、運転資金の効率的な調達をおこなうため

取引銀行３行と貸出コミットメントライン契約を締

結しております。 

 当事業年度末における貸出コミットメントライン

契約に係る借入未実行残高等は以下のとおりであり

ます。 

貸出コミットメントライン

の総額 
1,500,000千円

借入実行残高 ―千円

差引額 1,500,000千円



(損益計算書関係) 

  
前事業年度 

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

※１ 売上高には、他社へのキャラクター等の版権使用

許諾、及び製品の製造・販売許諾により得られるロ

イヤリティー収入が含まれております。 

なお、当事業年度におけるロイヤリティー収入の

金額は860,490千円であります。 

※１ 売上高には、他社へのキャラクター等の版権使用

許諾、及び製品の製造・販売許諾により得られるロ

イヤリティー収入が含まれております。 

なお、当事業年度におけるロイヤリティー収入の

金額は1,099,251千円であります。 

※２ 当社は社内に製造工程を有しないため、当社仕様

に基づき外注先に生産委託し、完成品(製品)を購

入、販売しております。 

   なお、当該委託加工に際し、一部主要原材料を外

注先に無償支給しておりますが、製品原価に占める

割合が僅少であることから、これを製品等仕入高及

び製品等たな卸高に含めて表示しております。 

※２          同左 

※３ 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。 

広告宣伝費 802千円

販売促進費 125千円

交際費 72千円

貯蔵品 319千円

合計 1,320千円

※３ 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。 

交際費 9千円

※４ 企画・開発に係る制作費等は、専ら外注に依存し

ており、その支出金は指図書番号(ID NO.)毎に集計

しております。このうち得意先への引渡しが完了し

たものは企画・開発売上原価として損益計算書に計

上し、未完了又は未引渡しのものは企画・開発支出

金として貸借対照表に計上しております。 

※４          同左 

※５ 研究開発費の金額は以下のとおりであります。 

販売費及び一般管理費 67,489千円

※５ 研究開発費の金額は以下のとおりであります。 

一般管理費 139,316千円

※６ 固定資産除却損の内容は、以下のとおりでありま

す。 

工具器具備品 193千円

ソフトウェア 443千円

合計 637千円

※６ 固定資産除却損の内容は、以下のとおりでありま

す。 

工具器具備品 689千円

※７ 固定資産売却損の内容は、以下のとおりでありま

す。 

車両運搬具  101千円

※７     ―――――――――― 

  

※８     ―――――――――― 

  

※８ 貸倒引当金繰入額は、関係会社に係るものであり

ます。 



(株主資本等変動計算書関係)  

前事業年度（自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数 

(注)１ 発行済株式は、平成17年５月18日及び平成17年５月30日開催の取締役会決議に基づき、平成17年６月16日を払込期日とした

新株式発行（ブックビルディング方式による有償一般募集）を実施したため、900株増加しております。 

２ 発行済株式は、平成17年５月18日及び平成17年５月30日開催の取締役会決議に基づき、平成17年７月20日を払込期日とした第

三者割当増資（オーバーアロットメント分/割当先：大和証券エスエムビーシー株式会社）を実施したため、200株増加いたし

ました。 

３ 発行済株式は、第１回新株予約権の行使により以下の内訳で、増加しております。 

平成17年６月１日～平成17年11月30日 520株（株式分割前） 

平成17年12月１日～平成18年５月31日 606株 

４ 発行済株式は、平成17年10月12日開催の取締役会決議に基づき、平成17年11月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載ま

たは記録された株主の所有株式数を平成18年１月23日付で１株につき３株の割合をもって分割したため、19,320株増加いたし

ました。 

  

２ 配当に関する事項 

  

（１） 配当金支払額 

  

（２） 基準日が当事業年度に属する配当金のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの 

  

  
前事業年度末 
株式数（株） 

増加株式数
（株） 

減少株式数
（株） 

当事業年度末 
株式数（株） 

摘要

発行済株式           

普通株式 8,040 21,546 ─ 29,586 （注）１,２,３,４.

合計 8,040 21,546 ─ 29,586 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（円） 

１株当たり
配当金 
（円） 

基準日 効力発生日

平成17年８月26日 

株主総会 
普通株式 12,060,000 1,500 平成17年５月31日 平成17年８月27日 

平成18年１月19日 
取締役会 

普通株式 21,735,000 2,250 平成17年11月30日 平成18年２月15日

決議 株式の種類 
配当金の 
総額（円） 

配当の原資
１株当たり
配当金 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年８月30日 

株主総会 
普通株式 66,568,500 利益剰余金 2,250 平成18年５月31日 平成18年８月31日 



当事業年度(自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日） 

自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

  

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

  

前事業年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 3,469,179千円

預入期間が３か月を超える定期預金 －千円

現金及び現金同等物 3,469,179千円

前事業年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

 １ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

―――――――――― 

  

―――――――――― 

 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

―――――――――― 

  

 ３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 138千円

減価償却費相当額 134千円

支払利息相当額 0千円

  

 ４ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

   減価償却費相当額の算定方法 

   ・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

   利息相当額の算定方法 

   ・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。 

  



(有価証券関係) 

前事業年度（平成18年５月31日） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、原則として減損処理をおこなって

おります。なお、市場価格のある有価証券のうち期末における時価が30％～50％程度下落していて、かつ価額の回復が見込

まれない銘柄について減損処理をおこなうこととしております。 

  

３ 当事業年度中に売却したその他有価証券 

  

  

区分 
貸借対照表日における
貸借対照表計上額 

(千円) 

貸借対照表日
における時価 

(千円) 

差額 
(千円) 

時価が貸借対照表計上額を 
超えるもの 

98,021 100,260 2,238

時価が貸借対照表計上額を 
超えないもの 

─ ─ ─

合計 98,021 100,260 2,238

区分 
取得原価
(千円) 

貸借対照表日
における貸借 
対照表計上額 

(千円) 

差額 
(千円) 

貸借対照表計上額が取得原価を 
超えるもの 

 

①株式 2,308 4,830 2,522

②債券 ─ ─ ─

③その他 ─ ─ ─

小計 2,308 4,830 2,522

貸借対照表計上額が取得原価を 
超えないもの 

 

①株式 ─ ─ ─

②債券 ─ ─ ─

③その他 140,526 132,955 △7,570

小計 140,526 132,955 △7,570

合計 142,835 137,786 △5,048

区分 
前事業年度

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

売却額(千円) 31,018

売却益の合計額(千円) 2,564

売却損の合計額(千円) ─



４ 時価評価されていない有価証券 

  

  

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の貸借対照表日後における 

償還予定額 

  

  

当事業年度（平成19年５月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

次へ 

区分 

前事業年度
(平成18年５月31日) 

貸借対照表計上額(千円) 

子会社株式 40,559

区分 
１年以内 
（千円） 

１年超５年以内
(千円) 

５年10年以内 
（千円） 

10年超
(千円) 

社 債 ─ 100,000 ─ ─

合 計 ─ 100,000 ─ ─



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 
  

  

２ 取引の時価等に関する事項 

前事業年度(平成17年６月１日～平成18年５月31日) 

 該当事項はありません。 

 なお、為替予約取引をおこなっておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いております。 

  

前事業年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

１ 取引の内容及び利用目的等 

 通常の営業過程における輸入取引の為替相場の変動によるリスクを軽減するため、先物

為替予約をおこなっております。 

  

２ 取引に対する取組方針 

 当社のデリバティブ取引は、将来の為替相場の変動によるリスク回避を目的としてお

り、投機的な取引はおこなわない方針であります。 

  

３ 取引に係るリスクの内容 

 通貨関連における先物為替予約取引は、為替相場の変動によるリスクを有しておりま

す。 

当該取引は、取引先に対する信用リスクを有しておりますが、デリバティブ取引の契約

先は、いずれも信用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履行による信用リス

クは、ほとんどないと判断しております。 

  

４ 取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行・管理については、デリバティブ取引に関する権限規程に基づ

き事前の稟議をおこない、所定の決裁を得ておこなっております。 

  

５ その他 

 「取引の時価等」に関する契約額は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リス

クの大きさを示すものではありません。 

  



(退職給付関係) 

  

  

(ストックオプション等関係) 

前事業年度（自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日） 

ストックオプションの内容、規模及びその変動状況 

（１） ストックオプションの内容 

(注)１. 平成17年10月12日開催の取締役会決議に基づき、平成17年11月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または

記録された株主の所有株式数を平成18年１月23日付で１株につき３株の割合をもって分割しておりますので、株式

の種類及び付与数は株式分割後の株数に換算して記載しております。 

  ２. 株式数に換算して記載してあります。 

  

（２） ストックオプションの規模及びその変動内容 

イ ストックオプションの数 

前事業年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。 

２ 退職給付債務に関する事項 

  (注) 退職給付債務の算定は、簡便法を採用しております。 

退職給付債務 61,845千円

年金資産 ─

未積立退職給付債務 ─

会計基準変更時差異の未処理額 ─

退職給付引当金 61,845千円

３ 退職給付費用に関する事項 

  (注) 退職給付費用の算定は、簡便法を採用しております。 

勤務費用 14,116千円

会計基準変更時差異の費用処理額 ─

退職給付費用 14,116千円

平成17年１月12日 臨時株主総会決議第１回（新株予約権）ストックオプション 

決議年月日 平成17年１月12日 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役  ５名 

当社監査役  ２名 

当社従業員  52名 

子会社取締役 １名 

子会社従業員 ４名 

株式の種類及び付与数（株） 普通株式 3,600株（注）１.２. 

付与日 平成17年２月８日 

権利確定条件 ― 

対象勤務期間 ― 

権利行使期間 平成17年６月１日から平成20年５月31日まで 

平成17年１月12日 

臨時株主総会決議第１回（新株予約権）ストックオプション 

権利確定前（株） ―

期首 ―

付与 ―



(注) 平成17年10月12日開催の取締役会決議に基づき、平成17年11月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録

された株主の所有株式数を平成18年１月23日付で１株につき３株の割合をもって分割しておりますので、ストックオプ

ションの数は株式分割後の株数に換算して記載しております。 

  

ロ 単価情報 

(注) 権利行使価格は平成18年１月23日の株式分割後の１株当たりの払込金額であり、行使時平均株価は、株式分割調整後平

均株価を記載しております。 

  

失効 ―

権利確定後（株） ―

期首 3,585

権利確定 ―

権利行使 2,166

失効 15

未行使残 1,404

平成17年１月12日 

臨時株主総会決議第１回（新株予約権）ストックオプション 

権利行使価格（円） 100,000

行使時平均株価（円） 534,913

付与日における公正な評価単価 ―



(税効果会計関係) 

  

  

(持分法損益等) 

前事業年度(平成17年６月１日～平成18年５月31日) 

当社は、持分法を適用すべき関連会社を保有していないため、該当事項はありません。 

  

前事業年度 
(平成18年５月31日) 

当事業年度
(平成19年５月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(繰延税金資産)  

①流動資産  

未払事業税及び未払事業所税 45,258千円

製品廃棄損 11,260 〃 

その他 8,214 〃 

計 64,732千円

②固定資産   

退職給付引当金 23,170千円

役員退職慰労引当金 107,622 〃 

減価償却費損金算入限度超過額 29,381 〃 

タックスヘイブン税制 3,482 〃 

その他有価証券評価差額金 2,054 〃 

計 

繰延税金資産小計 

評価性引当額 

165,711千円

230,444千円

─ 

繰延税金資産合計 230,444千円

   

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

(繰延税金資産)  

①流動資産  

たな卸資産廃棄損 11,543千円

未払賞与 3,255 〃 

その他 1,941 〃 

計 16,740千円

②固定資産   

役員退職慰労引当金 117,525千円

子会社株式評価損 36,621 〃 

退職給付引当金 23,885 〃 

貸倒引当金 20,345 〃 

減価償却費損金算入限度超過額 14,093 〃 

タックスヘイブン税制 3,482 〃 

計 

繰延税金資産小計 

評価性引当額 

215,953千円

232,693千円

△36,621千円

繰延税金資産合計 196,072千円

(繰延税金負債)  

その他有価証券評価差額金 △1,060千円

繰延税金資産の純額 195,012千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.69％

(調整)    

留保金課税 4.44％

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.57〃

その他 0.94〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.64％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.69％

(調整)    

子会社株式評価損 8.47％

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.99〃

法人税の特別控除 △3.63〃

その他 △0.92〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.60％

  



【関連当事者との取引】 

前事業年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

該当事項はありません。 

  

 (１株当たり情報) 
  

(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎は,以下のとおりであります。 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

１株当たり純資産額 133,454.83円 １株当たり純資産額 135,755.37円

１株当たり当期純利益 35,556.24円

潜在株式調整後  

1株当たり当期純利益 33,549.31円

１株当たり当期純利益 7,130.84円

潜在株式調整後  

1株当たり当期純利益 7,060.63円

  

 当社は、平成18年１月23日付で株式１株につき３株

の分割をおこなっております。前期首に当該株式分割

がおこなわれたと仮定した場合における前事業年度の

(１株当たり情報)の各数値は以下のとおりでありま

す。 

１株当たり純資産額 84,252.57円

１株当たり当期純利益 14,733.09円

  

項目 

前事業年度 

(自 平成17年６月１日 

  至 平成18年５月31日) 

当事業年度 

(自 平成18年６月１日 

  至 平成19年５月31日) 

損益計算書上の当期純利益(千円) 1,017,264 217,996 

普通株式に係る当期純利益(千円) 1,017,264 217,996 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式の期中平均株式数(株) 28,610 30,571 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用い

られた当期純利益調整額の内訳（千円） 
― ― 

当期純利益調整額（千円） ― ― 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用い

られた普通株式増加数（株） 

（うち新株予約権（株）） 

1,711.46 

(1,711.46)

304 

(304)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の

概要 

― ― 



(重要な後発事象) 
  

前事業年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

株式の取得による特定子会社の異動 

  

１ 株式会社epics 

 当社は、平成18年７月12日開催の取締役会において、

株式会社epicsの実施する第三者割当増資の引受けを決

議いたしました。 

なお、この第三者割当増資の結果、平成18年８月25日

付けで同社は当社の子会社(特定子会社)となりました。 

  

(株式会社epicsの概要) 

平成18年７月26日現在

 ①商号       ：株式会社epics 

 ②代表者      ：代表取締役社長 長谷川次郎 

③本店所在地    ：東京都中央区日本橋本町四丁

目８番16号石河ビル８階 

④設立年月日    ：平成11年６月３日 

⑤主な事業内容   ：ゲーム制作受託業務 

           ソフトウェアの開発 

⑥決算期      ：４月30日 

⑦従業員数     ：22名 

⑧資本金の額    ：20百万円 

⑨発行済株式総数  ：400,000株 

⑩大株主構成        

及び所有割合       

山元 哲治    264,000株（66.0％） 

長谷川次郎     88,000株（22.0％） 

個   人     48,000株（12.0％） 

合   計    400,000株（100.0％） 

  

（第三者割当増資引受の内容） 

 ①発行株式の種類   ：普通株式 

 ②発行価額      ：１株につき200円 

 ③発行株数      ：800,000株 

 ④当社の取得株式数  ：612,000株 

             （取得金額122,400千円） 

 ⑤異動前の          

  当社所有株式数   ：一株（所有割合―％） 

 ⑥異動後の          

  当社所有株式数   ：612,000株 

             （所有割合51.0％） 

 ⑦払込期日      ：平成18年８月25日 

子会社の増資 

  

 平成19年６月26日開催の当社取締役会決議に基づ

き、当社子会社である株式会社ウィズランド(旧 株

式会社クレマリーミルク)に対する増資払込み

(400,000千円)を６月29日に実施いたしました。 

 今回の増資は、当社グループにおける販売機能の強

化を図るため、株式会社ウィズランドの経営基盤の拡

充と財務体質の強化を目的としております。 

 なお、この増資払込みの結果、当社の持分比率に変

更はありません。 

  

(株式会社ウィズランドの概要) 

①商号    ：株式会社ウィズランド 

②代表者   ：代表取締役社長 東 聡 

③本店所在地 ：東京都中央区日本橋浜町三丁目 

42番3号 

④主な事業内容：玩具・雑貨等のウィズオリジナル 

商品販売、ならびにペット用品の 

企画、製造、販売等 

⑤資本の額  ：260,000千円 

(平成19年６月29日現在) 

  

(増資の内容) 

①取得株式の種類：普通株式 

②引受価額   ：１株につき50,000円 

③取得株式数  ：8,000株 

④取得金額   ：400,000千円 

  



  

  

前事業年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

２ 株式会社葦プロダクション 

 当社株式は、平成18年８月23日開催の取締役会におい

て、株式会社葦プロダクションの実施する第三者割当増

資の引受けを決議いたしました。 

なお、この第三者割当増資の結果、平成18年８月31日

付けで同社は当社の子会社(特定子会社)となる予定で

す。 

  

(株式会社葦プロダクションの概要) 

平成18年８月23日現在

 ①商号       ：株式会社葦プロダクション 

 ②代表者      ：代表取締役社長 佐藤 俊彦 

③本店所在地    ：東京都杉並区上荻四丁目29番

15号 

④設立年月日    ：昭和50年12月20日 

⑤主な事業内容   ：アニメ制作 

           著作権管理 

⑥決算期      ：２月末日 

⑦従業員数     ：21名 

⑧資本金の額    ：10百万円 

⑨発行済株式総数  ：20,000株 

⑩大株主構成        

及び所有割合       

佐藤 俊彦    20,000株（100.0％） 

合   計    20,000株（100.0％） 

  

（第三者割当増資引受の内容） 

 ①発行株式の種類   ：普通株式 

 ②発行価額      ：１株につき4,600円 

 ③発行株数      ：24,444株 

 ④当社の取得株式数  ：22,267株 

             （取得金額102,428千円） 

 ⑤異動前の          

  当社所有株式数   ：一株（所有割合―％） 

 ⑥異動後の          

  当社所有株式数   ：22,267株 

             （所有割合50.1％） 

 ⑦払込期日      ：平成18年８月31日(予定) 

役員退職慰労金制度の廃止 

  

 当社は、平成19年７月25日開催の取締役会において、

取締役及び監査役の報酬体系を見直した結果、平成19年

８月28日開催の第21回定時株主総会終結の時をもって役

員退職慰労金制度を廃止することを決議いたしました。 

 この決議に伴い、本総会終結時に在任する取締役及び

監査役に対して、従来の退職慰労金規定に基づく対象慰

労金制度廃止日（同株主総会終結時）までの在任期間に

応じた退職慰労金を打ち切り支給することを同総会で決

議いたしました。 

 なお、退職慰労金は、各取締役及び監査役の退任時に

支給することといたします。 



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【その他】 

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額
(千円) 

投資有価証券 その他有価証券 

㈱クワガタ 1,440 273,600 

㈱フジトーイ 7,200 238,212 

㈱T&Dホールディング

ス 
400 3,292 

東映アニメーション㈱ 200 650 

㈱バンダイナムコ 
ホールディングス 

300 619 

㈱タカラトミー 235 199 

㈱セガトイズ 300 139 

小計 10,075 516,713 

計 10,075 516,713 

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額
(千円) 

投資有価証券 その他有価証券 

(証券投資信託の受益証
券) 
大和証券投資信託委託㈱ 
ダイワ・グローバル債券 
ファンド 

90,050,589 99,740 

計 90,050,589 99,740 



  

【有形固定資産等明細表】 

  

(注) 無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため「前期末残高」「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省略してお

ります。 

  

【引当金明細表】 

  

  

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産               

 建物 5,463 1,635 ― 7,098 4,362 407 2,736 

 車両運搬具 36,226 4,556 ― 40,782 23,385 7,259 17,396 

 工具器具備品 49,831 35,792 13,355 72,268 42,493 18,680 29,775 

 建設仮勘定 ― 7,730 ― 7,730 ― ― 7,730 

有形固定資産計 91,520 49,713 13,355 127,879 70,241 26,347 57,638 

無形固定資産               

 商標権 ― ― ― 2,590 593 259 1,996 

ソフトウェア ― ― ― 70,772 61,618 9,243 9,154 

 その他 ― ― ― 794 ― ― 794 

無形固定資産計 ― ― ― 74,157 62,212 9,502 11,945 

長期前払費用 26,018 4,444 469 29,994 1,550 782 28,443 

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 5,000 50,000 ― ― 55,000 

役員賞与引当金 30,000 ― 30,000 ― ― 

役員退職慰労引当金 264,492 25,449 1,111 ― 288,831 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

② 受取手形 

相手先別内訳 

  

期日別内訳 

  

区分 金額(千円) 

現金 172 

預金   

当座預金 799,783 

普通預金 638,524 

定期預金 1,616,920 

別段預金 381 

計 3,055,610 

合計 3,055,783 

相手先 金額(千円) 

株式会社バンダイ 217,077 

合計 217,077 

期日 金額(千円) 

平成19年６月満期 59,433 

平成19年７月満期 53,076 

平成19年８月満期 104,567 

合計 217,077 



③ 売掛金 

相手先別内訳 

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

(注) 消費税の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

④ 製品 

  

⑤ 原材料 

  

相手先 金額(千円) 

株式会社バンダイ 163,700 

株式会社ハピネット 28,448 

株式会社セガトイズ 17,924 

京セラコミュニケーションシステム株式会社 6,775 

有限会社インテレクトキューブ 1,890 

その他 ９社 15,219 

合計 233,958 

前期繰越高 
(千円) 

  
(Ａ) 

当期発生高 
(千円) 

  
(Ｂ) 

当期回収高
(千円) 

  
(Ｃ) 

次期繰越高
(千円) 

  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 

２ 
(Ｂ) 
365 

711,158 4,309,017 4,786,217 233,958 95.3 40.0 

品名 金額(千円) 

「スロットカー」関連製品 7,727 

「たまごっち」関連製品 7,715 

「PINK CROWN」関連製品 5,538 

「キャラクター・アパレル」関連製品 3,458 

『ふたりはプリキュア』関連製品 883 

その他 1,057 

合計 26,380 

品名 金額(千円) 

ＣＰＵ 19,268 

証紙 10,935 

ＩＲモジュール 1,700 

その他 4,057 

合計 35,962 



⑥ 企画・開発支出金 

  

⑦ 貯蔵品 

  

品名 金額(千円) 

「たまごっち」関連 10,330 

「ROCK TAMASHII」関連 7,284 

「スロットカー」関連 5,422 

『ゲゲゲの鬼太郎』関連 3,041 

「空中戦機AIRBOTS」関連 2,000 

その他 12,648 

合計 40,727 

品名 金額(千円) 

広告宣伝用備品 2,910 

合計 2,910 



⑧ 支払手形 

相手先別内訳 

  

  

期日別内訳 

  

  

⑨ 買掛金 

相手先別内訳 

  

  

相手先 金額(千円) 

ＩＴＸイー・グローバレッジ株式会社 5,192 

武田紙器株式会社 2,981 

三共製版株式会社 2,322 

芦立電気株式会社 1,795 

株式会社日本広告 1,622 

その他 18社 11,725 

合計 25,639 

期日 金額(千円) 

平成19年６月満期 7,366 

平成19年７月満期 5,169 

平成19年８月満期 6,691 

平成19年９月満期 6,411 

合計 25,639 

相手先 金額(千円) 

EWIG INDUSTRIES MACAO COMMERCIAL OFFSHORE LTD. 26,480 

RECS LTD. 18,112 

株式会社バンダイ 15,486 

BELFRY ENTERPRISES LTD. 12,178 

有限会社バン・プロジェクト 6,562 

その他 58社 48,563 

合計 127,384 



 (3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

事業年度 ６月１日から５月31日まで 

定時株主総会 ８月中 

基準日 ５月31日 

株券の種類 １株券、10株券、100株券 

剰余金の配当の基準日 11月30日、５月31日 

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社 

  取次所 
みずほ信託銀行株式会社 本店及び全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 新たに発行する株券に係る印紙税相当額 

  株券喪失登録手数料 喪失登録１件につき 10,000円 

  喪失登録株券１枚につき500円 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 ― 

  株主名簿管理人 ― 

  取次所 ― 

  買取手数料 ― 

公告掲載方法 
公告方法は電子公告とし、事故その他やむを得ない事由により電子公告（公告掲載

URL http://www.wizinc.co.jp/koukoku/）をすることができない場合には、日本経
済新聞に掲載いたします。 

株主に対する特典 

決算期末日の５月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し
て、当社株式を１株以上３株未満保有の場合には、当社関連製品3,000円相当分、３
株以上保有の場合は、当社関連製品10,000円相当分を株主優待制度として実施してお
ります。 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 臨時報告書 

  平成18年７月13日関東財務局長に提出 

  証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の

規定に基づく臨時報告書であります。 

  

(2) 臨時報告書の訂正報告書 

  平成18年７月27日関東財務局長に提出 

  平成18年７月13日提出の臨時報告書に係る訂正報告書であります。 

  

(3) 臨時報告書 

  平成18年８月24日関東財務局長に提出 

  証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の

規定に基づく臨時報告書であります。 

  

(4) 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度(第20期) 自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日 

  平成18年８月30日関東財務局長に提出 

  

(5) 半期報告書 

  事業年度(第21期) 自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日 

  平成19年２月23日関東財務局長に提出 

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成19年８月29日

株式会社ウィズ 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ウィズの平成18年６月１日から平成19年５月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社ウィズ及び連結子会社の平成19年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

監査法人 保森会計事務所 

代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士  横  川  三 喜 雄  ㊞ 

代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士  津  倉     眞  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年８月30日

株式会社ウィズ 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ウィズの平成17年６月１日から平成18年５月31日までの第20期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ウィズの平成18年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

（重要な後発事象）に記載のとおり、会社は平成18年７月12日及び平成18年８月23日開催の取締役会において株式会

社ｅｐｉｃｓ及び株式会社葦プロダクションの第三者割当増資を引受け、両社の議決権の過半数をそれぞれ取得し、子

会社とすることを決議している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

監査法人 保森会計事務所 

代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士  横  川  三 喜 雄  ㊞ 

代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士  津  倉     眞  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成19年８月29日

株式会社ウィズ 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ウィズの平成18年６月１日から平成19年５月31日までの第21期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ウィズの平成19年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

監査法人 保森会計事務所 

代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士  横  川  三 喜 雄  ㊞ 

代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士  津  倉     眞  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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